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序     文 
 

2013年1月に日本政府とアフリカ連合委員会（AUC）との間で、日本政府が汎アフリカ大学（PAU）

の東部拠点・汎アフリカ大学基礎科学・技術・イノベーション学院（PAUISTI）の主要支援国（Lead 

Thematic Partner：LTP）となる覚書（以下、二国間MOU）が締結されました。また、2013年6月に

開催された第5回アフリカ開発会議（TICAD V）の成果として採択された「横浜宣言2013」や「横

浜行動計画2013～2017」では、科学技術が重点分野の1つとして掲げられ、具体的な支援策として、

PAUへの協力が明記されました。 

このような背景のもと、国際協力機構（JICA）は、PAUISTIへの技術協力案件の形成のため、2013

年6月から7月にかけて、協力準備調査団をケニア共和国に派遣しました。 

PAUは、アフリカ独自の課題を、アフリカ自らの力で解決していくために必要な人材の育成と研

究をアフリカ域内で実施していくとのコンセプトで、アフリカ連合（AU）が構想したものです。

途上国の自立発展を重視して支援を行っている日本の援助方針とも合致するものであり、歓迎す

るものであると考えています。また、日本がLTPに就任したPAUISTIの「基礎科学・技術・イノベ

ーション」は、科学立国である日本の知見と経験を生かせる分野であり、アフリカへの事業展開

を図る国内の産学とも連携して取り組んでいけるとともに、将来的に発展性のある分野と確信し

ております。さらに、PAUISTIのホスト大学は、日本が設立当初から約20年間支援を行ってきてい

るジョモ・ケニヤッタ農工大学（JKUAT）であり、これまで日本の産官学で築いてきたJKUATと

の信頼関係のうえに、更なる協力関係を築いていけるものと大いに期待しています。 

本報告書は、今次協力準備調査結果を取りまとめたものであり、プロジェクト開始後の参考資

料として、また、他の類似プロジェクトの参考資料としても活用されればと願うものです。 

最後に、本調査にご協力をいただいた内外関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き続

き一層のご支援をお願いいたします。 

 

 平成25年9月 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 萱島 信子 
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写     真 
 

  

調査を前に、JICAケニア事務所で打合せを行う。 PAUISTI 事務局を訪問し、所長ほかスタッフへ調査協

力の依頼をする様子。 

  

JKUAT 工学部の学部長や学科長に調査協力の依頼を

する様子。 

JKUAT 農学部の学部長や学科長に調査協力の依頼を

する様子 

  

PAUISTI の土木工学の講義を視察。学生はケニア以外

のアフリカ諸国からも入学している。 
農学系機材計画の団員による機材調査の様子。 

        



 

 
  

多くの機材が 80 年代、90 年代に日本から供与されて

おり、新規・更新の必要性が認められた。 

工学系・農学系教育団員の JKUAT学長訪問の様子。

  

JICA、JKUAT、PAUISTIの代表者が集まり、共に PDM

を作成するタスクフォースを設置。1 週間以上にわた

り協議を続け、PDMを作成した。 

工学系教育・農学系教育の大学団員によるセミナーを

実施。教員・大学院生を中心に多くの聴講者が集まっ

た。写真は岡山大学久保教授の講義の様子。 

  

JKUAT、PAUISTI、JICA、AU の関係者が会した M/M

協議の様子。 

教育省での M/M署名の様子。 
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－1－ 

第１章 評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

2008年にアフリカ連合委員会（Africa Union Commission：AUC）は、域内の高等教育レベルの向

上を図ることにより頭脳流出を食い止め、今後の域内の経済・社会開発を担う人材を養成・確保

することを目的として、汎アフリカ大学（Pan African University：PAU）構想を立ち上げた。PAU

ではアフリカを5地域に区分し、各々5つの地域（東部アフリカ、西部アフリカ、中部アフリカ、

北部アフリカ、南部アフリカ）で分野別のホスト国とホスト大学を選定し、各分野別のInstituteを

設置することとなっている。そのなかで、東部アフリカ地域のホスト国・ホスト大学としては、

ケニア国とジョモ・ケニヤッタ農工大学（Jomo Kenyatta University of Agriculture and Technology：

JKUAT）が選定された。現在、JKUAT内には、東部PAU Instituteとして、PAU基礎科学・技術・イ

ノベーション学院（Pan African University, Institute of Science, Technology and Innovation：PAUISTI）

が設置され、2013年7月現在で56名の修士学生が第一期生として在籍している。また、PAUは5地域

各々のInstituteを支援するドナーとして、Lead Thematic Partner（LTP）を設定することとしているが、

東部PAUのLTPとして日本政府がその任を受ける意向を示し、2013年1月に日本政府とAUCの間で、

日本政府が東部PAUのLTPとしてPAUISTI支援を行う旨の覚書（以下、二国間MOU）が締結された。 

このような背景の下、2013年2月にJKUAT及びPAUISTIの実施体制及び教育・研究の実態を把握

する目的で情報収集・確認調査を実施した。同調査の結果、JKUATにおいては、①学生数の急激

な増加、②教員の転出、③施設・機材の老朽化及び修理・更新が滞っているなどの現状が確認さ

れた。また、PAUISTIにおいては、①57名（現在は上述のとおり56名）の第一期生の多国籍学生と

9名の多国籍の非常勤教員が在籍していること、②担当分野の基礎科学・技術・イノベーションの

教育・研究に係る戦略が十分に整理されていないこと、③財務・運営・経営に関しては、人員体

制及び予算の基盤ともに脆弱であることなどが確認された。 

本協力準備調査は、上記調査内容を受け、協力内容を検討するために実施するものであり、カ

ウンターパート（C/P）機関であるJKUAT及びPAUISTIとの協議、現地調査を通じ、協力の背景・

内容を確認するとともに、実施の妥当性の確認、プロジェクトのPDM（案）、PO（案）、JKUAT及

びPAUISTIにおける科学技術分野（理工学系及び農学系）の教育・研究機材の現状把握、その他協

力内容の整理・検討を行った。 

 

１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所 属 
現 地 派 遣 期 間

（現地滞在期間）

総括 熊谷 晃子 
人間開発部次長兼高等教育・ 

社会保障グループ長 

7月1日～ 

7月5日

高等教育協力 角田 学 国際協力専門員 
6月17日～ 

7月5日

協力計画 谷口 敬一郎 
人間開発部高等・技術教育課 

特別嘱託 

6月17日～ 

7月5日

工学系教育 木村 亮 京都大学大学院工学研究科 教授 
6月30日～ 

7月5日

農学系教育 久保 康隆 
岡山大学農学部環境生命科学研究科 

教授 

6月30日～ 

7月5日
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農学系教育/ 

機材計画（農学系） 
谷 明生 岡山大学資源植物科学研究所 助教 

6月25日～ 

7月2日

評価分析 作増 良介 株式会社 JIN コンサルタント 
6月17日～ 

7月5日

機材計画（工学系） 

（※機材計画全体取り

まとめ） 

高井 壮一 
インテムコンサルティング株式会社 

相談役 

6月29日～ 

7月15日

 

AUCからの団員 

業務 氏名 所 属 
現 地 派 遣 期 間

（現地滞在期間）

AUC の 代 表 者

（ Witness）として

M/M協議への参加 

Dr. Abdul 

Hakim Elwaer 

Director for the Department of Human 

Resources, Science and Technology 
7月1日～7月4日 

 

１－３ 調査日程 

本協力準備調査の日程は、以下のとおり。 

 教育・評価分析関連 機材計画関連 

6/17 月 14：45 団員（角田、作増、谷口）ナイロビ到着  

6/18 火 

9：00 JICAケニア事務所表敬 

11：00 在ケニア日本大使館表敬 

12：00 教育省表敬 

 

6/19 水 

9：00 ジョモ・ケニヤッタ農工大学（JKUAT）・

学長表敬/大学トップマネジメント面会 

14：00 PAUISTI所長及びスタッフ面会/調査依頼

 

6/20 木 
9：00 PAUISTI調査 

14：00 JKUAT工学部調査依頼 
 

6/21 金 

9：00 JKUAT農学部調査依頼 

11：00 PDMタスクフォース実施 

14：00 JKUAT理学部調査依頼 

 

6/22 土 情報整理・資料作成  

6/23 日 情報整理・資料作成  

6/24 月 

9：00 JKUAT工学部（電気電子学科）機材調査

11：00～12：30 PDMタスクフォース実施 

15：00 JKUAT工学部（土木学科）機材調査 

 

6/25 火 

9：00 PAUISTI調査/授業観察 

11：00～12：30 PDMタスクフォース実施 

14：00 JKUAT理学部機材調査データ回収 

16：00 JKUAT農学部機材調査データ回収 

19：00 団内ミーティング 

14：45 団員〔谷先生（岡山大

学）〕ナイロビ到着 

19：00 団内ミーティング 

6/26 水 

11：00～12：30 PDMタスクフォース実施 

14：00 PAUISTI調査 /JKUAT理学部調査データ

（Questionnaire）回収 

AM：JKUAT農学部

（Horticulture）機材調査 

PM：JKUAT農学部（Food 

Science）機材調査 
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6/27 木 

11：00～12：30 PDMタスクフォース実施 

PM：PAUISTI調査/JKUATアドミニ部門調査デー

タ回収 

16：00 Commission of University Education訪問

（角田専門員） 

AM：JKUAT Institute for 

Biotechnology Research 

PM：JKUAT理学部機材調査 

6/28 金 AM/PM：JKUAT/PAUISTI調査データ回収/分析 情報整理・資料作成 

6/29 土 17：00～20：00 団内ミーティング 

AM：JKUAT農学部機材調査 

14：45 団員〔高井コンサルタ

ント（Intem（株）〕到着

 団内ミーティング 

6/30 日 

10：00～11：00 団内ミーティング 

14：45 団員〔木村先生（京都大学）、久保先生

（岡山大学）〕到着 

19：00～20：00 団内ミーティング 

10：00 農学系機材の情報引継

（谷先生、高井コンサ

ルタント） 

19：00 団内ミーティング 

7/1 月 

9：00 木村先生、久保先生、谷先生、高井コン

サルタント JKUAT学長表敬 

11：00 PDMタスクフォース実施 

14：45 熊谷団長ナイロビ到着 

17：05 AUCからの団員Dr. Hakim ナイロビ着 

19：00 団内ミーティング、JICAケニア事務所 

9：00 JKUAT学長表敬 

PM：農学系機材の情報引継 

 （谷先生、高井コンサル

タント） 

7/2 火 

10：00 M/M 協議（1） 

13：30 AUCからの団員Dr.Hakimとの面談 

 

10：00 M/M 協議（1） 

16：40 団員〔谷先生（岡山大

学）〕 帰国 

7/3 水 

8：00 AUC団員Dr. Hakimとの協議 

11：00 M/M 協議（2） 

14：00 セミナー実施〔木村先生（京都大学）、

久保先生（岡山大学）〕 

（以下高井コンサルタント） 

PAUISTI機材調査 

 

7/4 木 

AM：M/M 協議・署名 

15：30 在ケニア日本大使館報告 

 

AM：M/M 協議・署名 

15：30 在ケニア日本大使館報

告 

7/5 金 AM：情報整理・資料作成 

16：40 帰国（EK720、成田到着：7/6 17：35 EK318、

関空到着：7/6 17：10 EK316） 

AM 情報整理・資料作成 

PM PAUISTI機材調査 /JKUAT

工学部機材調査 

7/6 土  情報整理・資料作成 

7/7 日  情報整理・資料作成 

7/8 月 

 

・工学部：受領ソフトファイル

内容の再確認 

・機材調査（Dept.of Mechanical 

Engineering, Dept. of 

Mechatronics Engineering, 

BEED） 
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7/9 火 

 

・農学部：各学科・ラボ状況の聞き

取り 

・理学部：既存機材、新規機材のソ

フトデータの依頼 

・工学部（Engineering Workshop）機

材調査 

・工学部土木科（CCEE）機材調査 

7/10 水 

 

・CECC：機材調査 

・ 理学部機材調査（Dept.of Chemistry, 

Department of Mathematics） 

  

 

・ Botany, Department of Zoology, 

Department of Physics） 

・ Institute of Biotechnology and 

Research 機材調査 

7/11 木 

 

・工学部機材調査（Dept. of Geomatic 

Engineering & Geo-Information 

System（GEGIS）, Dept. of 

Telecommunication & Information 

Engineering（TIE）） 

・理学部ソフトデータ受領・確認 

・工学部：学部長面談、進捗協議 

・工学部機材調査〔Dept. of Electrical & 

Electronics Engineering（EEE）〕 

7/12 金 

 

・工学部機材調査⇒未完了学部・学科

・PAUISTI機材リスト内容の確認、機

材調達に係る確認 

・工学部長報告・協議 

・JICAケニア事務所報告 

7/13 土  情報整理・資料作成 

7/14 日  情報整理・資料作成 

7/15 月 

 

追加調査 

16：40 帰国（EK720、成田到着：7/6 

17：35） 

 

１－４ 主要面談者 

（1）ケニア教育省 

Prof. Jacob T. Kaimenyi Ph.D, FICD, EBS Cabinet Secretary 

Dr. Belio Kipsang Principal Secretary 

Dr. Salome Gichura Director Directorate of Higher Education 

 

（2）ジョモ・ケニヤッタ農工大学（JKUAT） 

Prof. Mabel Imbuga Ph.D., EBS Vice Chancellor 

Prof. Romanus Odhiambo Deputy Vice Chancellor（AA） 
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Prof. Esther Murugi Kahangi Deputy Vice Chancellor（RPE） 

Prof. Francis Njeruh Deputy Vice Chancellor（APD）  

（Engineering） 

Prof. John N. Nderu Dean, SEEIE 

Prof. Bernard Ikua Dean, SoMMME 

Mr. Harison Mutua 

Dr. Stanley I.Kamau Electrical and Electronic Eng.  

Dr. George N. Nyakoe Mechatronic Eng.  

Dr. Urbanus N. Mutwiw  Chairman, Biomechanical & Environmental Eng. 

 

（Agriculture） 

Prof. Losenge Turop Dean, Horticulture 

Dr. Elijah M.Aleka Chairman, Horticulture  

Dr. Danil Sila Food Science 

Dr. Arnold N. Onyango Chairman, Food Science   

Dr. David Mwehia Mburu  Chairman, Land Resources, Planning and Management 

 

（Science） 

Dr. Peter N. Mwangi Head of Department, Botany,  

Dr. Shadrack M. Muya Zoology 

（Health Science） 

Prof. Naomi Maina 

（RPE Division） 

Prof. Martin Obanda 

（Administration Division） 

Ms. Esther Gitau 

 

（3）汎アフリカ大学基礎科学・技術・イノベーション学院（RAUISTI） 

Prof. Gabriel Magoma Director 

Dr. Hunja Waithaka Deputy Director 

 

（4）African Union Commission 

Dr. Abdul Hakim Elwaer Director of Human Resources, Science and Technology 

 

（5）JICAケニア事務所 

江口 秀夫 所長  

山中 祥史 所員  

Evanson Njenga ナショナルスタッフ・インハウスコンサルタント  
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（6）在ケニア日本国大使館 

高田 稔久 特命全権大使  

秋山 義典 一等書記官  

齋藤 慶太 専門調査員  
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第２章 プロジェクト実施の背景 
 

２－１ アフリカの経済・社会状況 

1990年代中期以降、世界経済は激しく変動しているがアフリカ経済への影響は限定的でここ10

数年間は回復型の成長を維持している。さらに経済の持続的成長に伴い、近年は悪性インフレの

発生を抑えることにも成功しており、アフリカ全般として中程度の成長スピードを堅持しながら

安定的な経済成長を続けているといえる。表2-1は2005年から2009年のGDPの平均成長率が5％を超

えたアフリカ諸国の主な経済社会指標を示している。 

 

表２－１ 2005年～2009年のGDP成長率が5％以上のアフリカ諸国の主な経済社会指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：AfDB統計部門、「UNICEF世界子供白書2012」を基に調査団作成 

 

表2-1に示したとおり、アフリカ54カ国中、24カ国が経済成長率5％を超えているものの（1カ国

平均は約7％）、人間開発指数（HDI値）の1カ国平均は0.408となっており国民1人当たりの生活水

準の改善という点についてはいまだ大きな課題が残っている。こうした生活水準の改善の遅れに

ついては1990年代中期以降、経済の自由化による貧困拡大が大きく影響しており、世界銀行によ

ると1日1.25米ドル（2005年購買力平均）未満で生活する人の割合（貧困率）は、サブサハラ・ア

フリカでは1981年には53％であったのが、1998年には58％へと増加した1。しかしながら資源価格

の高騰と資源開発への大規模な海外直接投資の流入により、2000年以降もサブサハラ・アフリカ

地域では依然として年間経済成長率が5％を超える安定的な経済成長を続けている。図2-1はサブサ

ハラ・アフリカの輸出全体に占める資源（燃料・鉱産物）の比率を示したものである。 

 

                                                        
1「アフリカ地域人造り協力の在り方に係る情報収集・確認調査ファイナル・レポート」（JICA、2013年1月） 

 

女性 男性 女性 男性
2009年 2005－2009年 2010年 2010年 2010年 2010年 2006－2010年 2006－2010年 2005－2008年 2005－2008年 2010年

アンゴラ 3,750 15.6 19,082 795 121 48.1 114 141 57 82.8 0.403
ブルキナファソ 510 5.2 16,469 713 120 53.7 75 83 21.6 36.7 0.305
カーボベルデ 3,010 7.1 496 10 0 71.9 94 102 79.3 89.6 0.534
コンゴ 2,080 5.1 4,043 142 13 53.9 116 123 ― ― 0.489
コンゴ民主共和国 160 5.8 65,966 2,873 465 48 83 98 56.1 77.5 0.239
エジプト 2,070 6.1 81,121 1,881 41 70.5 97 102 57.8 74.6 0.62
赤道ギニア 12,420 9.5 700 26 3 51 80 84 89.1 96.9 0.538
エチオピア 330 11.4 82,950 2,613 271 56.1 98 107 22.8 50 0.328
ガンビア 440 6.1 1,728 66 6 56.6 86 84 34.3 56.7 0.39
ガーナ 1,190 6.4 24,392 770 57 57.1 105 106 59.3 72.3 0.467
リベリア 160 6.8 3,994 154 15 59.1 86 96 53 63.3 0.3
マラウイ 280 6.4 14,901 663 56 54.6 121 118 65.8 80.2 0.385
マリ 680 5 15,370 714 120 49.2 86 103 18.2 34.9 0.309
モザンビーク 440 7.5 23,391 883 114 48.4 110 122 40.1 69.5 0.284
ナイジェリア 1,190 6.4 158,423 6,332 861 48.4 87 99 48.8 71.5 0.423
ルワンダ 460 7.8 10,624 438 38 51.1 151 150 66.1 74.8 0.385
サントメ・プリンシペ 1,140 5.6 165 5 0 66.1 130 131 83.3 93.5 0.488
セーシェル 8,480 5 87 3 0 72.9 107 105 92.3 91.4 ―
シエラレオネ 340 6 5,868 226 39 48.2 148 168 28.9 51.7 0.317
スーダン 1,220 7.8 ― ― ― 58.9 70 78 59.6 79 0.379
タンザニア 500 6.9 44,841 1,862 133 56.9 105 105 66.3 79 0.398
ウガンダ 460 8.2 33,425 1,514 141 54.1 122 121 66.8 82.4 0.422
ザンビア 970 6 13,089 600 60 47.3 112 113 61 80.6 0.395
南アフリカ 1,525 5.4 50,133 1,059 58 52 99 103 88.1 89.9 0.597

平均寿命
（年数）

HDＩ値
（0～1）

小学校入学率（%） 成人識字率（%）
1人当たりGNI

（US$）
国

GDP成長率
（%）

総人口
（1000人）

年間出生数
（1000人）

5歳未満児の
年間死亡数
（1000人）
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出所：世界貿易機関統計を基に調査団作成 

図２－１ サブサハラ・アフリカ地域の輸出構成 

 

図2-1で示されたとおり、サブサハラ・アフリカ地域の輸出全体に占める資源（燃料・鉱産物）

の割合は60％以上となっており、資源輸出による経済成長への貢献度の大きさをうかがうことが

できる。しかし安定的な発展を続けるアフリカ経済の制約要因も存在する。まずはアフリカ経済

の特徴ともいえる単一産品輸出経済（モノカルチャー経済）である。現在、サブサハラ・アフリ

カにおける輸入の6割以上は製造業品であり、図2-1で示されたとおり輸出品の6割以上が燃料・鉱

産物であることを考慮すると、サブサハラ・アフリカ諸国においては先進国に対して石油・鉱物

資源を輸出し、先進国から製造業品を輸入するという垂直貿易の構造になっていることが分かる。

図2-2はサブサハラ・アフリカ地域の輸出全体に占めるアフリカ域内の輸出比率を示したものであ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：世界貿易機関統計を基に調査団作成 

図２－２ サブサハラ・アフリカ地域の輸出全体に占める域内輸出の比率 

 

図2-2に示されたとおり、サブサハラ・アフリカ域内での輸出比率は、全体の9～13％を占めるに

過ぎない。こうした傾向はサブサハラ・アフリカ域内で資源を持つ国と持たざる国との間の民間

投資流入量の格差を拡大させている。また資源輸出によって国全体の経済成長が促進されている

一方で、経済成長が若年層への雇用創出に直接結びついていないといった問題も指摘されている。

アフリカでは毎年1,000～1,200万人の若年層が労働市場に参入しているものの、こうした若年労働
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者に対して十分な雇用が提供できず2、これが一因となって国内の所得格差が生み出されている。 

その他の制約要因としては天候に左右される小規模の自給農業への依存率の高さ、貯蓄率の低

さに起因する外部からの経済的打撃に対する脆弱さ、急激な人口増加などが考えられるが、その

なかでも大きな制約要因として近年、注目を集めているのがアフリカ域内からの頭脳流出の問題

である。これはアフリカ域内において民間企業の成長が遅れており、雇用機会が限られているた

めに高所得の機会を求めてアフリカ域内から域外への頭脳流出が起きているという社会現象であ

る。例えば国際移住機関（IOM）の統計によると、エチオピアでは1980～1991年の間に75％の技能

労働者が失われ、国が貧困から脱出するのが困難になったとしている3。こうした頭脳流出の問題

については、ナイジェリア、ケニア、エチオピアなどが最も深刻な影響を受けたといわれている。

国家開発、経済成長への高い貢献が期待される高度人材の国外流出は国家的な大きな損失であり、

これを阻止するための対策を早急に講じる必要がある。 

 

２－２ アフリカにおける高等教育の科学技術と概況 

内閣府の「科学技術イノベーション政策推進のための有識者研究会」によると、科学技術イノ

ベーションとは「科学的な発見や発明等による新たな知識を基にした知的・文化的価値の創造と、

それらの知識を発展させて経済的、社会的、公共的価値の創造に結びつける革新」と定義づけら

れる4。戦後の日本の経済発展は、この科学技術イノベーションに依るところが大きいといわれて

いる。他方、開発途上国についてはこの科学技術イノベーションの進歩に関して重要な役割を果

たす高等教育への投資が不十分であったことから、経済成長の進展が十分にみられなかったとさ

れている5。この傾向は特に1980年代の経済危機と構造調整政策により基礎教育が優先され、その

結果、高等教育への支出が縮小されてきたことにより大きく助長されてきた。そのためアフリカ

諸国では産業発展、工業化、科学技術立国を政策目標として掲げているにもかかわらず、科学技

術イノベーション分野の発展を担う人材、予算の不足及び政策の不備などにより、経済構造の脆

弱性からの脱却や地球的規模課題対応のための科学技術イノベーションの進展という点で遅れが

目立つ。このような状況の下、2008年にアフリカ連合委員会（AUC）は、今後のアフリカ域内の

経済・社会開発を担う人材を養成・確保するためには域内の高等教育の強化が重要との認識に立

ち、汎アフリカ大学（PAU）構想を立ち上げた。PAUはアフリカの5つの地域で分野別のホスト国・

ホスト大学を選定し、それらの大学のネットワークにより運営する形態をとっている。PAUの東ア

フリカ地域の拠点大学は、日本が1978～2000年まで継続的な支援を行ってきたケニア国立ジョ

モ・ケニヤッタ農工大学（JKUAT）であり、同大学内にPAU基礎科学・技術・イノベーション学院

（PAUISTI）が設置された。本プロジェクトは、JKUATのイノベーション基盤強化を通じてPAUISTI

への必要支援を行うことを目的として実施される予定である。こうした背景を踏まえつつ、以下、

アフリカにおける高等教育及び科学技術イノベーションの概況を記す。 

 

                                                        
2 AfDB’s Human Capital Development Strategy（2012-2016）, October 31, 2013 
3 http：//www.idrc.ca/EN/Resources/Publications/Pages/ArticleDetails.aspx?PublicationID=704 
4 「科学技術イノベーション政策推進のための有識者研究会報告書」（平成23年12月19日） 
5 Manual for Statistics on Scientific and Technological Activities, Paris UNESCO（1984） 
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２－２－１ アフリカにおける高等教育の概況 

（1）高等教育の就学率 

先述したとおり、アフリカは1980年代以降、高等教育を重視する政策をとってこなかっ

たため高等教育の就学率については、全般的に低い数字を示している。図2-3は主なアフリ

カ諸国とOECD加盟国（平均）の高等教育の粗就学率を比較したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：世界銀行のEdStatsを基に調査団作成 

図２－３ 主なアフリカ諸国の高等教育粗就学率 

 

図2-3が示すように、アフリカ域内においても高等教育の就学率には大きな格差が存在す

る。比較的経済発展が進んでいる北アフリカのアルジェリアが30％以上の就学率を示して

いるのに対して、サブサハラ・アフリカ諸国は押しなべて低い就学率にとどまっている。

特にケニア、タンザニア、エチオピアといった東部アフリカ地域とアンゴラ、ボツワナと

いった一部の南部地域の就学率はサブサハラ・アフリカ地域の平均値（7.9％）を下回って

おり、高等教育政策の改善や教育環境の早期整備が望まれる。 

 

（2）高等教育への支出 

図2-4は、主なアフリカ諸国政府の教育予算全体に占める教育レベル別の支出比率を示し

たものである。高等教育の就学率の低いケニア、タンザニア、エチオピアなどの東アフリ

カ諸国は初等教育に多くの支出を行っていることが分かる。またエチオピアとアンゴラに

ついては高等教育への支出が著しく低い。他方、ボツワナは高等教育への支出の高さが抜

きん出ている。これはエチオピアやアンゴラについては高等教育への投資不足、ボツワナ

についてはエリート偏重の教育体制となっている可能性が高いことを示している。 
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出所：世界銀行のEdStatsを基に調査団作成 

図２－４ 主なアフリカ諸国の教育レベル別の教育支出比率 

 

（3）学生1人当たりの教育予算額 

高等教育における学生1人当たりの教育予算については、アフリカ諸国は日本や米国とい

ったOECD加盟国よりも高い数字を示している。図2-5は高等教育における学生1人当たりの

教育予算と1人当たりGDPとを比較したものである。図2-5によると、日本や米国の学生につ

いては、1人当たりの教育予算が1人当たりGDPの5分の1ほどであるのに対して、ケニアで

は2.7倍、ボツワナでは2.5倍、タンザニアに至っては8.6倍となっており、高等教育の予算は、

アフリカ諸国の政府財政にとって大きな負担となっていることが分かる。こうした事情か

ら、例えばケニアでは、学費の私費負担による就学促進施策を取るなどして高等教育にお

ける就学需要と政府の財政負担とのバランスを図りながら高等教育の就学率の向上に努め

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：世界銀行のEdStatsを基に調査団作成 

図２－５ 高等教育の学生1人当たり予算と1人当たりGDPとの比較 

（％） 
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表2-2は本プロジェクトの対象大学であるケニアのJKUATの学生（学部生/大学院生）にお

ける私費学生の比率を示したものである。これによるとJKUATの学部レベルでは全体の

82.7％、大学院レベルでは100％が私費学生で占められており、JKUAT全体では85.4％が私

費学生という結果となっている。ケニアでは政府予算を最低限に抑えつつ、どのようにし

て高まる大学就学のニーズに応えていくのかが高等教育政策の重点となっていることが伺

える。 

 

表２－２ JKUATに占める私費学生の比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：JKUAT事務局提供のデータを基に調査団作成 

 

他方、アフリカでは高等教育への需要及び就学者数に増加傾向がみられるものの、就学

分野については国の工業化及びイノベーション振興に直接結びつく科学技術分野よりも文

系分野への就学者数が圧倒的に多いのが実情である。図2-6はアフリカ地域の高等教育にお

ける分野別の就学比率を示したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：UNESCO Institute of Statisticsを基に調査団作成 

図２－６ アフリカ地域の高等教育における分野別就学比率 

 

図2-6によると、科学技術分野への就学比率が最も高いのは、ケニアで全体の30％ほどを

占め、ナミビアに至っては全体の2％にしか満たない。こうした科学技術分野への就学率の

A.政府奨学金受給生（人） B.私費学生（人） 総計（A+B）（人） 全体に占める私費学生の

比率（B/(A+B)）（%）

学部生

男 3,352 14,576 17,928 81.3

女 1,412 8,155 9,567 85.2

総計 4,764 22,731 27,495 82.7

大学院生

男 0 3,242 3,242 100.0

女 0 1,889 1,889 100.0

総計 0 5,131 5,131 100.0

学部生と大学
院生の総計

4,764 27,862 32,626 85.4



 

－13－ 

低迷傾向については、科学技術分野の教育を行うためには高度な研究機材やインフラ設備

が必要になり、高額の費用がかかることも大きな要因となっている。今後、PAUの趣旨に従

ってアフリカ域内の科学技術イノベーションの振興及び域内の経済社会の発展を担う人材

の育成を進めていくためには、高等教育のなかでもとりわけ科学技術分野に比重を置いた

支援を行っていくことが肝要である。 

 

２－２－２ アフリカにおける科学技術の概況 

アフリカ諸国は、PAU構想にみられるとおり、経済・社会発展のためには高等教育への投資を

増大させて科学技術イノベーションの基盤を整備・強化していくことが重要であるとの認識に

立っている。これについてはアフリカ54カ国中、27カ国の政府が科学技術に関連する政策を策

定しており、さらにそのうちの15カ国は独立した科学技術政策を掲げているという事実からも

明らかである6。以下、アフリカ地域の科学技術の概況について整理する。 

 

（1）GDPに占める研究開発費の割合 

AUCは科学技術イノベーションの推進にあたり、2010年までに国民総生産（GDP）の1％

相当分を研究開発に割り当てるという目標を掲げている7。しかしながら図2-7が示すとおり、

世界の他地域・国と比してサブサハラ・アフリカ地域のGDPに占める研究開発費はGDPの

0.29％を占めているに過ぎず、AUCの目標値である1％には遠く及ばない。このことからア

フリカ地域では高等教育重視の政策文書の策定が進められているものの、予算付けを行う

などの実施レベルにおいてはいまだ大きな進展はみられないことが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：UNESCO Institute for Statisticsを基に調査団作成 

図２－７ GDPに占める研究開発費の割合（2009年） 

 

                                                        
6「アフリカ地域科学技術に係る高等教育基礎情報収集・確認調査最終報告書」（JICA、2012年3月） 
7 Strategy for Higher Education, Science and technology（アフリカ開発銀行、2008年） 
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（2）科学技術分野の研究者数 

科学技術分野の研究者数について、アフリカにおいては南アフリカが100万人当たり395

人という結果がでているが、南アフリカを除いたサブサハラ・アフリカ地域については100

万人当たり実に47人となっており、OECD加盟国（日本・欧米諸国）や中国等の振興国と比

べてはるかに研究者数が不足している状況であることが分かる（図2-8を参照）。今後、アフ

リカ域内の科学技術イノベーション振興を促進していくうえで研究開発を担う人材の育成

は必須であり、研究者不足といった課題を改善していくための政策推進やドナーからの支

援の取り付けがアフリカ地域では大変に重要になる。 

これは先述した科学技術分野の就学者数が少ないといったサブサハラ・アフリカ地域の

高等教育の現状が大きく反映された結果ともいえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：UNESCO Institute for Statisticsを基に調査団作成 

図２－８ 人口100万人当たりの研究者数（2007年） 

 

（3）学術誌に掲載された研究論文数 

科学技術の発展度合いを示す指標の1つとして、学術誌に掲載された研究論文数が挙げら

れる。表2-3はアフリカ諸国とOECD加盟国（日本、米国）の学術誌に掲載された研究論文

数の10年間の推移を示したものである。 

 

表２－３ 科学技術分野の学術誌へ掲載された研究論文数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：World Development Indicator（World Bank）を基に調査団作成 

1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 10年の伸び（倍）
アルジェリア 185 211 221 230 281 344 350 413 481 537 607 3.28
アンゴラ 3 4 5 5 1 3 4 3 3 2 6 2.00
ボツワナ 39 55 51 60 67 64 48 67 62 58 45 1.15
カメルーン 71 73 76 107 120 127 131 151 154 161 145 2.04
エチオピア 341 328 346 321 92 106 88 121 149 159 175 0.51
ケニア 243 232 229 242 239 225 226 237 262 285 291 1.20
セネガル 76 74 59 51 77 63 83 53 68 60 56 0.74
南アフリカ 2,303 2,221 2,291 2,328 2,205 2,320 2,395 2,643 2,808 2,916 2,864 1.24
タンザニア 87 96 81 93 76 89 107 128 123 130 152 1.75
日本 55,274 57,101 56,082 56,347 57,228 56,535 55,527 54,467 52,909 51,842 49,627 0.90
米国 188,004 192,743 190,594 190,496 196,445 202,097 205,565 209,272 209,898 212,883 208,601 1.11



 

－15－ 

表2-3に示されたとおり、アフリカ諸国の掲載論文数は、日本や米国と比べてはるかに少

ないことが分かる。これはOECD加盟国（34カ国）からの論文が、世界の80％を占めている

という現状が反映された結果ともいえるが8、最近10年間の増加率という点ではアフリカ諸

国がOECD加盟国を少し上回っている。しかしながら全体の趨勢を変え得る大きな増加率と

はなっておらず、むしろエチオピアやセネガルについては減少傾向も見られる。 

 

（4）ハイテクノロジーの輸出比率 

アフリカの科学技術分野の進展の遅れは、工業輸出に占めるハイテクノロジーの輸出比

率の小ささからも見てとれる。図2-9はアフリカ諸国とOECD加盟国（日本、米国）におけ

る工業輸出に占めるハイテクノロジーの輸出比率を示したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：UNESCO Institute for Statisticsを基に調査団作成 

図２－９ 工業輸出に占めるハイテクノロジー輸出の比率の推移 

 

図2-9が示すとおり、アフリカ諸国の工業輸出に占めるハイテクノロジーの輸出比率は5％

にも満たない一方で、日本は平均18％、米国は平均22％といった高い数字を示している。

こうした傾向はここ10数年の間に大きな変動はなく、アフリカ諸国の輸出比率は常時、

OECD加盟国の4分の1ほどにとどまっている。 

 

２－３ 本プロジェクト対象大学の概況 

２－３－１ JKUAT（理工系学部、農学部）の概況 

（1）設立経緯 

JKUATは1981年に農業工学や土木工学等のディプロマ（準学士号）やサーティフィケイ

ト（修了証書）を授与する中規模カレッジとして設立された。1988年にはケニヤッタ大学

の付属大学（Constituent College）となり、1994年にはジョモ・ケニヤッタ農工大学法（Jomo 

                                                        
8「アフリカ地域科学技術に係る高等教育基礎情報収集・確認調査最終報告書」（JICA、2012年3月） 
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Kenyatta University of Agriculture and Technology Act：JKUAT法）により独立した大学（Full 

Fledged University）に昇格した。設立以来、農理工系の高等教育機関として発展を続け、現

在、農理工系分野ではケニアで3位にランクされる名門大学として広く認知されている。付

属大学も有しており、現在は、①Murang’a University College、②The Kenya Cooperative 

University College、③Taita Taveta University College、④Kirinyaga University Collegeの4校を有

している。また、2012年、2013年にはかつての付属大学4校9が大学（Full Fledged University）

に昇格している。Jujaにあるメインキャンパスの他にKarenやNairobiなど8のキャンパスを有

している。メインキャンパスには、7学部（①Science、②Human Resource Development、③

Information Technology、④Health Science、⑤Agriculture、⑥Architecture、⑦Engineering）23

学科があり、PAUISTIの関連学科である農・理工系学部に関しては、工学部に7学科、農学

部に3学科、理学部に7学科、健康科学部1学科がある（表2-4 JKUATのPAUISTI関連学部）。

その他、1978年から20年にわたって日本が支援を行ってきた経緯から日本で学位を取得し

た教職員数が多いのが特徴であり、研究施設、機材の多くが日本の無償資金協力で購入さ

れたものである。 

 

表２－４ JKUATのPAUISTI関連学部 

学部 学  科 

工学部 

・Mechanical Engineering 

・Mechatronics Engineering 

・Biomechanical & Environmental Engineering 

・Civil and Construction 

・Geomatic Engineering and Geospatial Information System（GEGIS） 

・Electrical and Electronics Engineering（EEE） 

・Telecommunication & Information Engineering（TIE） 

農学部 

・Food Science and Technology、 

・Horticulture 

・Land Resource Planning & Management 

理学部 

・Botany 

・Biochemistry 

・Chemistry 

・Statistics and Actuarial Sciences 

・Physics 

・Pure and Applied Mathematics 

 ・Medical Microbiology ＆Laboratory Sciences 

健康科学部 ・Medical Laboratory Sciences 

出所：JKUAT提供情報より調査団作成 

 

                                                        
9 2012年、2013年に昇格した4大学は、①Dedan Kimathi University of Technology、②Technical University of Mombasa、③Multimedia 

University of Kenya、④Meru University of Science and Technologyの4校。 
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（2）組織・ガバナンス 

1994年にJKUATが独立した大学に昇格する際JKUAT法が施行された。JKUAT法は、JKUAT

が優良な組織ガバナンスを維持するための根拠となっている。JKUAT法の下、JKUATは

“Kenya Vision 2030”などのケニア国の政策に沿った国立大学として果たすべき役割や機能

が規定されている。JKUATのトップマネジメントは、名誉学長（Chancellor）の下に、大学

審議会（University Council：UC）が位置づけられている（図2-10）。UCは大学の最高機関と

して、人材・もの・資金・情報等、大学の有形・無形の資産管理や計画に責任を有してい

る。UCの下に大学の最高執行官（Chief Executive Officer）として学長（Vice Chancellor）が

配置され、3名の副学長（Deputy Vice Chancellor：DVC）が学長を支える仕組みになってい

る。学術担当副学長（DVC Academic Affairs）の下には、各スクール/学部の長が配属され管

理される体制となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：JKUAT提供情報より調査団作成 

図２－10 JKUATトップマネジメント組織図 

 

（3）教職員 

現在、JKUATの教職員数は、教員701名、事務局職員1,433名の総計2,134名である。その

うち、 

PAUISTI関連学科の教員数は、工学180名（Biomechanical & Environmental Engineering：26

名、Civil Engineering：29名、Electric Engineering：25名、Geomatic Engineering and Geospatial 

Information System：20名、Mechanical Engineering：51名、Mechatronic：16名、Telecommunication 

and Information Engineering：13名）、 

農学59名（Food Science：21名、Horticulture：24名、Land Resource Planning & Management：

14名）、 

理学74名（Biochemistry：18名、Botany：27名、Institute for Biotechnology Research：8名、

Medical Microbiology：6名、Zoology：15名）、 

健康科学30名、RPE（Research, Production and Extension）12名であり、総数は355名である

（表2-5）。 

PAUISTI関連学科のそれぞれの比率は、工学51％、農学17％、理学21％、健康科学8％、
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RPE3％であり、工学系教員が約半数を占め圧倒的に多く、次に理学、農学となっている。 

JKUATの教員には、Professor、Associate Professor、Senior Lecturer、Lecturer、Assistant Lecturer、

Tutorial Fellow、Teaching Assistant等のポジションが存在する。ProfessorやAssociate Professor

のようにポジションの高い教員は、PAUISTI関連学科の教員では355名のうち59名と17％の

みと少ない（図2-11）。 

Senior Lecturer、Lecturer等のLecturerでは、355名の内186名であり、52％と半数以上を占

めている。JKAUTでは、近年シニアクラスの教員の他大学への転出が報告10されており、

Lecturer以下の教育・研究分野での役割が増大していることが推察される。他方、Research 

FellowやTutorial Fellow、Teaching AssistantのようにProfessorやLecturerを支える若手教員は

110名と31％を占めている。LecturerやTutorial Fellowなどの教員の底上げが、JKUATの教育・

研究分野の質の向上につながるものと考えられる。 

 

表２－５ JKUATのPAUISTI関連学科教員 

 教員数（人） 比率（％）

工学：Biomechanical & Environmental Engineering 、Civil 

Engineering、Electric Engineering、Geomatic Engineering and 

Geospatial Information System、Mechanical Engineering、

Mechatronic、Telecommunication and Information Engineering 

180 51

農学：Food Science、Horticulture、Land Resource Planning & 

Management 
59 17

理学：Biochemistry、Botany、Institute for Biotechnology Research、

Medical Microbiology、Zoology 
74 21

健康科学 30 8

RPE Research Production Extension 12 3

合計 355 100

出所：JKUAT提供情報より調査団作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：JKUAT提供情報より調査団作成 

図２－11 JKUATのPAUISTI関連学科職員職位別割 

                                                        
10 2013年2月の基礎情報収集調査の報告による。 
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（4）教員の育成システム 

JKUATからの聞き取り調査によると、教員の育成システムは次のようになっている。

JKUATの各学科では、在籍している学生のなかから優秀な学生（First Class）を選んで将来

の教員候補として5年計画を立てて育成することにしている。この5年の育成期間中に、学

生は奨学金などによって他大学で研究経験を積むことが許されているが、5年が終了した時

点でJKUATに戻ってくるという仕組みになっている（現在まで、ほぼ全員が戻ってきてい

る）。JKUATでは、すべての学科で雇用できる教員数は40名が上限とされており、転出する

教員、育成されて雇用される教員の入れ替わりはあるものの、常時、40名体制で調整が図

られている、ということである。教員不足に直面した場合には、パートタイムの教員を雇

用して対応している。また教員の離職については特段、対策を講じてはおらず、不足分は

育成した若手教員もしくはパートタイム教員によって補充するという体制をとっている。 

 

（5）研究・地域連携活動 

JKUATの“Strategic Plan 2003-2017”によると、JKUATの研究とイノベーションのポテン

シャルの高さは、教員が大学内外の研究資金を募るために提出した多くの研究提案書から

見て取れる。2007年から2011年の間に89件の研究提案が大学内11の研究資金獲得のために提

出され、そのうち52件が採択されている。外部資金による研究も増えており、2011年では

70件以上の研究提案が提出され、うち51件が採択された。そして、その総額は787百万ケニ

アシリング（Ksh.）（約9.1億円）であった。外部資金による研究には、JICAによるRenewable 

Energy Project（340 百万Ksh.、約3.9億円）、EU資金によるBio-innovative Project（23百万Ksh.、

約2,440万円）、ケニア政府National Council of Science and Technology（NCST）資金によるNCST 

Project（200百万Ksh.、約2.3億円）等がある。 

今回の農学系教育の調査団員の調査においても、農学部園芸学科及び食品学科でも独自

の研究費を獲得している教員が一定数存在することが報告されている。研究費の規模とし

ては、100万円前後のものが主流であるが、大きいものでは数年間に2,000万円を超えるもの

も存在するということである。 

また、査読付き学術誌等に掲載された研究論文数は、PAUISTI関連学科である工学部の教

員（総数180名）では、過去5年間に約250件、理学部植物学科（総数27名）の教員では年間

約25件、というように、一定程度の研究活動が行われている。大学院生の論文活動におい

ても、工学部では5年間に約350の研究論文が学術誌等に掲載され、理学部植物学科でも年

間約10件の研究論文が査読付き学術誌に掲載されており、大学院教育においても一定程度

研究活動が行われている。 

地域連携の事例に関しては、現在、工学部では10件以上、農学部でも約20件行われてい

る。主たる連携分野は、大学間連携では学生・教員の交流や共同研究、企業との連携では

学生のインターンシップ、共同研究や教材提供等である。 

企業との共同研究については、工学部では10件以上の共同研究があり、研究テーマもモ

バイル通信、皮革加工における排水と環境、霧からの水の採取、建築資材、バイオディー

                                                        
11 大学内のイノベーションファンドは、JKUATの研究・製造・学外活動部門であるResearch, Production and Extensionが原資と

なっている。 
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ゼル製造、気候変動、工作機械開発、廃棄物リサイクル、水文モデル等、テーマも幅広く、

かつ皮革加工の排水や廃棄物リサイクル等、地域の課題ニーズに沿ったものである。 

 

（6）学生 

JKUAT の2012年度の在籍学生数は、学部生27,495名、大学院生5,131名、総計32,626名で

ある。そのうちPAUISTI関連学科である工学、農学、理学（Msc. in Biochemistry, Botany, & 

Zoology/Ph.D. in Biochemistry, Botany, & Zoology）、健康科学（Msc. in Medical Micorbiology, 

Molecular Medicine, Medicinal Chemistry, Medical Phytochemistry, Medical Mycobacteriology, & 

Mycology/Ph.D. in Medical Micorbiology, Pharasitology, Molocular Medicine, Medical 

Phytochemistry, & Mycobacteriology）の大学院生数は556名である（表2-6）。修士学生が440

名（79％）、博士学生が116名（21％）であり、約8割を修士学生が占めている。関連学科の

修士課程院生の内訳は、工学系の大学院生182名（41％）、健康科学系の大学院生109名（25％）、

農学系の大学院生87名（19％）、理学系の大学院生62名（14％）であり、工学系と健康科学

系の大学院生とで2/3を占めていることが分かる。他方、関連学科の博士課程院生は、健康

科学系37名（32％）、工学系28名（24％）、理学系27名（23％）、農学系24名（21％）であり、

健康科学系が3割強を占めているものの、比較的均等に学生が在籍していることが分かる。 

 

表２－６ JKUATのPUISTI関連学科学生数 
（人） 

  
大学

院生
修士 博士 

工学 210 182 28

農学 111 87 24

理学 

Msc. in Biochemistry, Botany, & Zoology / Ph.D. in 

Biochemistry, Botany, & Zoology 

89 62 27

健康科学 

Msc. in Medical Micorbiology, Molecular Medicine, 

Medicinal Chemistry, Medical Phytochemistry, Medical 

Mycobacteriology, & Mycology / Ph.D. in Medical 

Micorbiology, Pharasitology, Molocular Medicine, Medical 

Phytochemistry, & Mycobacteriology 

146 109 37

合計 556 440 116

出所：JKUAT提供情報より調査団作成 

 

（7）予算 

2010/2011年度会計報告書によると、 JKUATの年間収入は政府からの配賦予算が

1,589,126,680Ksh. （約 18 億円 ）、自 己資金が 2,555,079,314Ksh. （約 29 億円）で 、総 計

4,144,205,994Ksh.（約47億円）となっている（自己資金率は約61.6％）。 

他方、支出総額は 3,902,137,669Tsh.（約 45億円）となっている。単年度の黒字額は

242,068,326Ksh.（約2.8億円）、累計黒字額も393,573,370Ksh.（約4.6億円）であり、健全な財務
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状況であることが分かる。2010/2011年度支出のうち、教員給与の支払いは2,252,098,940Ksh.

（約26億円）で全体の約57.7％を占めている。 

 

２－３－２ PAUISTIの概況 

（1）設立経緯 

2008年にアフリカ連合委員会（AUC）により、アフリカの開発課題に資する優れた研究

機能と高等教育機能を併せもつ汎アフリカ大学（PAU）設立の構想が提案された。PAUは、

アフリカの5つの地域（東部アフリカ、西部アフリカ、中部アフリカ、北部アフリカ、南部

アフリカ）において、分野別のホスト国とホスト大学を選び、それらの大学とのネットワ

ークにより運営する形態をとっている。5つの地域のうち、東部アフリカのホスト国として

ケニアが、またホスト大学としてJKUATが選定され、JKUAT内に、基礎科学・技術・イノ

ベーション分野の大学院教育と研究を担うInstitute、PAU基礎科学・技術・イノベーション

学院（PAUISTI）が設立された。2012年11月には第1期生として修士課程58名12の学生の受入

れを開始した。 

 

（2）組織・ガバナンス 

PAUISTIの法的地位は、AUCとホスト大学及びセンターを擁する国の政府との間で結ばれ

た合意文書（Hosting Agreement）によって規定されることになっており、ケニア国内におい

てもPAU規約文書（Statutes of PAU）で規定された原則、目的、権限に則って教育・研究活

動を行うことが認められている。またPAUISTIにおいては教育・研究における自由と自治が

保障されているものの、カリキュラムの内容などについては JKUAT教職員の代表や

Commission of University Education等から構成される学識者のコンソーシアムによって協議、

作成が行われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：PAUISTI提供資料 

図２－12 PAU組織図 

                                                        
12 13年6月の調査時点で学生数は2名減り56名であった。 
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PAUの組織は、エチオピアにあるAUC本部にPAUカウンシル、Rectorateが配置され、その

下にアフリカ5地域のPAUが管理される体制となっている（図2-12）。PAU規約文書に規定さ

れたとおり、PAUISTIの事務局はホスト大学であるJKUATに設置されており、Directorをは

じめ常勤スタッフも皆、JKUATに籍を置く教職員で構成されている。PAUISTIなど、各

Instituteの下に10センターがアフリカ大陸のなかから選定される予定ということであるが、

実際にはその多くがまだ選定されておらず、その役割や選定基準についても不明である。 

PAUISTIの指揮系統に関して、運営に関する重要協議事項についてはDirectorが直接、エ

チオピアにあるAUC本部のPAU Rectorateにコンタクトを取り、最終的な意思決定を仰ぐこ

とになっているが、現時点ではPAU Rectorateは不在（空ポスト）のため代わりにPAU Focal 

Officerがその任に当たっている。また、PAU Focal Officerと併せて、ケニア国内でも教育省

のPrincipal SecretaryとJKUATのVice Chancellorから現状では承認を取り付けて動いており、

規約上はともかく実質上は2つの指揮系統が共存している。 

PAUISTIの組織・ガバナンスについては、規約に基づく組織運営など形のうえでは整って

いるように見受けられるが、組織上では重要なポストであるPAU Rectorateが不在であるこ

とや、各PAU Instituteの下に設置されるセンターの役割や選定基準が不明であることなど、

まだ定まってないところも多く、課題が多く見受けられる。 

 

（3）教職員 

PAUISTI事務局の職員数は7名である。Directorの下、Deputy Director、Finance Officer、Senior 

Administrator、Programme Officer、Office Assistant、Driverが配されている（図2-13）。全員が

JKUATからの出向者であり、フルタイムの教職員である。契約は2年間で1回の更新が可能

であることから、最大4年間勤務することができる。PAUISTIでの契約を終えた職員は、

JKUATに復帰することが可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：PAUISTI事務局提供資料より調査団作成 

図２－13 PAUISTI組織図 
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表２－７ PAUISTI教員教員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：PAUISTI事務局提供資料より調査団作成 

 

他方、教員については、2012年度は1学期は20名、2学期は30名を雇用しており、すべて

パートタイムでの雇用である。このうち、JKUATとの兼任教員は、1学期は13名（電気工学

4名、土木工学2名、数学4名、分子生物学/バイオテクノロジー3名）、2学期は16名（電気工

学5名、土木工学2名、数学5名、分子生物学/バイオテクノロジー4名）であり、半数以上を

JKUATの教員が占めている。他方、ケニア以外の教員は、1学期は分子生物学/バイオテクノ

ロジーでエジプトとルワンダの2名のみであったが、2学期は電気工学1名、土木工学1名、

数学3名の計5名と、増加している（表2-7）。PAUの6つのミッションの1つに、「教育向上や

リーダーシップ、共同研究推進のために、学生、教員、研究者、事務局員のアフリカ大学

間の流動性を高める」ことが明記されており、PAUISTIが今後もケニア以外のAUC加盟国か

らの教員採用を増やしていく方向にあることがうかがえる。1学期、2学期ともに雇用され

た教員数は、9名（電気工学4名、土木工学3名、数学2名）である。上記教員に加えて、現

在提供している4分野のプログラム（電気工学、土木工学、数学、分子生物学/バイオテクノ

ロジー）にJKUATの教員のなかからプログラムコーディネーターを配置する予定である。

その役割は、修士課程2年目になる学生のリサーチトピックの選定補助や学生とリサーチを

スーパーバイズする教員との橋渡し役である。第一期生の受入れから1年を経過して、新た

な役割の人員確保が予定されている。外国籍教員は、学期の合間には、現状では母国に帰

国してしまうこと、今後、2年生を抱えることとなり各学生に対する個々の研究指導が必要

になっていくことから、（外国籍のフルタイム教員が多数雇用できる状況にでもならない限

りは）JKUATの教員による対応が必要になる部分がより大きくなるものと考えられる。 

 

（4）教員の育成システム 

PAUISTIでは独自の教員育成システムは有していない。教員の育成計画については、現時

点では特に明確なアイデアがあるわけではないが、PAUISTI事務局からは、本プロジェクト

が実施された場合に、長期本邦研修やその他の研修を受けた若い教員のうち、半分を

PAUISTIの教員として確保したいとの要望が挙げられている。 

電気工学 土木工学 数学

分子生物
学/バイオ
テクノロ

ジー

その他

JKUAT教員 13 4 2 4 3 0

JKUAT以外ケニア
出身教員

5 1 2 2 0 0

ケニア以外の教員
（エジプト、ルワン
ダ）

2 0 0 0 2 0

JKUAT教員 16 5 2 5 4 0

JKUAT以外ケニア
出身教員

9 3 4 1 0 1

ケニア以外の教員
(セネガル、カメ
ルーン、ナイジェリ
ア、セネガル）

5 1 1 3 0 0

1学期 20

302学期

分野別

所属別内訳教員数学期
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（5）プログラム 

PAUISTIのプログラムは、JKUATとのジョイントプログラムという位置づけであり、2012

年11月から提供が開始された。カリキュラムは、JKUATの1つのプログラムとして、ケニア

政府Commission for University Educationから認可を受けている。現在、第一期生（修士課程

のみ56名）の1年目の第2学期の終了時期に入っている。修士課程だけでなく博士課程のプ

ログラムも提供される予定であったが、学生の応募が少なかったことから、実際に第一期

生に提供されたプログラムは、①理学修士（数学13）、②理学修士（分子生物学/バイオテク

ノロジー）、③理学修士（電気工学）、④理学修士（土木工学）の4プログラムである。調査

時（2013年6月25日）において、2013年度学期の募集案内はPAU本部の許可が得られていな

いために開始されていなかったが、修士課程及び博士課程のプログラムの提供を予定して

いる。 

 

（6）学生 

2012年11月より、第一期生として、修士課程の学生を受け入れている。入学当初58名を

受け入れたが、その後2名の退学者があり、現在56名が1年目の第2学期のコースワークを履

修している。現在PAUISTIが提供している4つのプログラムのうち、理学修士（数学）19名

（34％）、理学修士（分子生物学/バイオテクノロジー）11名（20％）、理学修士（電気工学）

10名（19％）、理学修士（土木工学）16名（29％）学んでいる（表2-8）。それぞれのプログ

ラムごとのケニア以外の学生の出身者は、理学修士（数学）10名（53％）、理学修士（分子

生物学/バイオテクノロジー）6名（55％）、理学修士（電気工学）5名（50％）、理学修士（土

木工学）9名（56％）であり、半数の学生がケニア以外のアフリカ出身者であり、アフリカ

大陸の学生を幅広く受け入れていることが分かる。JKUAT、PAUISTIとも、PAUはアフリカ

大陸に裨益する大学として、今後、ケニアの学生数は20％以下になるようにしたいとして

いる。 

 

表２－８ PAUISTI学生内訳 

プログラム名 学生数（名） 

学生数内訳 比 率 

ケニア出身

学生数（名）

ケニア以外

学生数（名）

全体に占め

る各プログ

ラムの学生

数比率（％）

ケニア出身

学 生 比 率

（％） 

ケニア以外

学 生 比 率

（％） 

理学修士（数学） 19 9 10 34 47 53

理学修士（分子生物学/ 

バイオテクノロジー） 
11 5 6 20 45 55

理学修士（電気工学） 10 5 5 18 50 50

理学修士（土木工学） 16 7 9 29 44 56

合計 56 26 30   

出所：PAUISTI事務局より調査団作成 

                                                        
13 理学修士（数学）には、計算数学、統計学、金融数学の3つのオプションがあり、それぞれ、3名、9名、7名の学生が登録し

ている。 
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（7）研究 

現在のところ、PAUISTIの教員がPAUISTIの教育・研究活動について論文や学会発表を行

っているという報告はない。また、PAUISTIとして、研究紀要を発行するなど教員の研究活

動を促す活動も行っていない。PAUISTIは2012年11月から学生を受け入れたばかりであり、

その教員はすべてパートタイムの教員であることから、大学院として研究活動を展開でき

ていない。今後は、修士生が2年目の研究フェーズに入り、大学院としても、コーディネー

ターやスーパーバイザーの雇用を行う計画であることから、教育だけでなく、研究活動に

も活動がシフトしていくものと考えられるが、独自の研究を行う体制については整ってい

るとは言い難い。 

 

（8）予算 

PAUISTIの財源は、AUCとケニア政府の二種類あり、2012年度のAUCからの配賦予算は

359,300USD/年（3,524万円）であり、もう1つの財源であるケニア政府からは、617,283USD/

年（約6,054万円）が配賦されており、年間総収入額は、976,583USD（9,578万円）となって

いる。AUC予算は学生の奨学金や教職員給与等に充てられることとなっており、総支出額

214,216USD（2,101万円）のうち、奨学金に128,250USD（1,257万円）が充てられている（AUC

からの予算全体の約36％）。他方、ケニア政府から配賦される予算の主な使用用途は資機材

購入やプログラム運営とされており、2012年度は総支出額577,757USD（5,666万円）のうち、

339,506USD（3,330万円）がラボ機材の購入に使用された（ケニア政府からの予算全体の

54.8％）。なお、2つの財源からの合計支出額は791,973USD（7,767万円）となっている。ま

た、次年度ではケニア政府からの配賦予算が50百万Ksh.（5,800万円）から130百万Ksh.（1

億5,000万円）増加することになっており、第2期生を受け入れるPAUISTIにあわせて予算も

拡充することがうかがえる。 

 

２－３－３ JKUAT（理工系学部、農学部）の教育・研究に関する課題 

（1）教員の課題 

JKUATの教育に関する課題として一番に挙げられるのは、学生数の急激な増加に見合う

教員の確保ができていないことである。JKUATの“Strategic Plan 2003-2017”によると、2008

年度に14,561名であった学生数は、2012年度には22,800名となり、約1.5倍に増加している。

他方、教職員数は2008年度に1,755名、2012年度には2,045名となり、約1.2倍しか増加してい

ない。JKUATは、2012年度の望ましい教職員数を3,049名としており、その隔たりは1,000名

を超える。また、2012年度の教職員数2,045名のうち、教員は669名である。JKUATのPAUISTI

関連学部（工学部、農学部、理学部、健康科学部）の教員/学生（学部生）比率は、それぞ

れ、工学部1：13、農学部1：17、理学部1：18、健康科学部1：15であり、教員と学生の比

率は、ケニア政府Commission of Higher Educationが推奨する比率よりも大幅に低いとされて

いる。 

2013年2月に実施した基礎情報収集調査の際のJKUATへの聞き取り調査では、工学部や農

学部では、新規大学へのプロモーションや他大学への転出（特にシニアクラスの教員）が

課題として抽出されており、望ましい教員数確保の妨げの1つになっていると推察される。

シニアクラスの教員転出は、JKUAT教員の質の高さの表れともいえ、それら教員の他大学
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への抜擢によるプロモーション自体は、ケニア全体の底上げに貢献しているといえるが、

JKUAT内の教育や研究の質の低下を招くことが危惧される。加えて、教員確保の際の重要

な要素として教職員への十分なキャリアサポートが不可欠であると考えられるが、JKUAT

によるSWOT分析14においても、弱みとして「スタッフに対する一貫性のないキャリアパス

（Inconsistent career paths for staff）」を挙げており、このようなことも教員の確保を妨げて

いる要因である。急速な学生数の増加に対応した教員数の確保をどのように行い、その在

籍率をどのように高めるのか、またシニアクラスの転出による研究や教育の質の低下をど

のように防ぐのか、JKUATが取り組まなければならない教員に関する課題は多い。 

 

（2）研究面の課題 

研究面においても課題が挙げられる。シニアクラスの教員の転出は大学院生を指導でき

るレベルの高い教員が減少し、JKUATの大学院生への研究指導能力の低下につながってい

ると推察される。また、質の高い研究を可能にさせる研究環境として設備の充実が挙げら

れるが、JKAUTの設備機材は、その多くが日本の約30年間の協力により整備されたもので

ある。現在でも他大学と比較して優位性があるとされるが、導入後の時間経過とともに老

朽化が目立っている。近年、研究分野は急速に高度化しており、基礎技術研究の研究設備

としては不十分である。また、設備更新や拡充に向けた資金も不足している。設備などの

ハード面のほかにも課題が挙げられる。JKUATの“Strategic Plan 2013-2017”によると、

研究イノベーション分野の課題として、「大学のすべてのプログラムにおいて農業・科学・

技術開発を支えるための研究イノベーションを実施しなければならないという研究文化の

欠如“Absence of appropriate culture in which every university programme engages in research and 

innovation for supporting agriculture, science, and technology development”が挙げられている。

加えて、CSR（Corporate Social Responsibility）や技術移転の課題においても、「農業・科学・

技術開発のための研究イノベーションに関して効果的でない技術移転や商業化が行われて

いること“Ineffective transfer and commercialization of research and innovations for 

competitive agriculture, science and technology development”」が指摘されている。施設設備

などのハード面に加えて、研究開発を行う土台となる研究文化の醸成や研究をどのように

効果的に企業や社会に技術移転し、商業化していくのか、というソフト面についても、改

善が求められている。 

 

２－３－４ PAUISTIの教育・研究に関する課題 

（1）教員の課題 

PAUISTIの教育の課題として、教員の課題、施設・設備の課題が挙げられる。まず、教育

の課題として、「2-2-2 PAUISTIの概況」で述べたとおり、教員のすべてが学期ごとの契約

によるパートタイムの教員であることが挙げられる。パートタイムの教員は、1学期全15週

間の内、14週間（合計45時間）にシラバスで規定される講義を実施する。そして、第15週

目において学生へのテストの実施し、その後評価を行うことになっている。オフィスアワ

                                                        
14 「SWOT分析とは、（1）Strength（強み）＝組織の強み、（2）Weakness（弱み）＝組織の弱み・課題、（3）Opportunity（機

会）外部環境にあるチャンス、（4）Threat（脅威）＝外部環境にある組織にとって都合の悪いこと、の頭文字をとったもの

で、大きく外部環境と内部環境を分析しながら戦略を考えるための手法。 
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ーの時間は設けられておらず、学生に質問がある場合は、授業直後に教員に質問するほか

は、メールや電話を通じて質問することになり、十分な指導体制がとられているとは言い

難い。現在、修士課程1年目の学生は、コースワーク中心でありこのような対応も可能では

あるが、修士課程2年目の学生は、ゼミやリサーチ、論文作成が中心となり、パートタイム

教員だけでの指導は難しいと推察される。 

現在、PAUISTIでは修士課程2年目の学生への指導に対応するため、提供している4つのプ

ログラム〔理学修士（数学）、（分子生物学/バイオテクノロジー）、（電気工学）、（土木工学）〕

に対してそれぞれ1名ずつコーディネーターを配置する予定である。4名のコーディネータ

ーは、すべてJKUATとの兼任教員を配置する予定である。学生は、研究テーマの絞り込み

や研究の際、スーパーバイザーの割当に関して、適宜コーディネーターから助言を受ける

ことができる。加えて、スーパーバイザーの採用も予定されている。PAUISTI事務局の計画

によると、スーパーバイザーは学生1名に対して2名が配置され、そのうち1名はケニア人教

員とする予定である。こうした体制をとることで、修士課程2年目の学生への論文指導を行

えるよう配慮する計画である。 

学生に対して質の高い研究指導を行うためには、コーディネーターやスーパーバイザー

の配置に加えて、ケニア人のフルタイム教員を通年で配置する必要がある。第2学期に採用

されているPAUISTIの教員30名のうち、25名がケニア人で、さらに、そのうちの16名がJKUAT

の教員である。JKUATの研究指導体制やラボ情報に精通していて、フルタイムで働けるケ

ニア人教員という点を考えると、JKUATの教員を雇用していくことが最も現実的である。

現在、PAUISTI事務局が必要と想定するフルタイムの教員数と各種教員の給与額は表2-9、

表2-10のとおりである。 

 

表２－９ PAUISTI事務局が必要と想定するフル

タイムの教員数  
表２－10 各種教員の給与額 

プログラム 必要教員数（名）    月額給与（USD）

数学 6  Senior Researcher 900 

土木工学 6  Associate Professor 1,050 

電気工学 5  Professor 1,200 

分子生物学/ 

バイオテクノロジー 
4  

出所：PAUISTI事務局より調査団作成 
 

合計 21   

出所：PAUISTI事務局提供資料より調査団作成    

 

今後、必要になると想定されるフルタイム教員の数は、21名（数学6名、土木工学6名、

電気工学5名、分子生物学/バイオテクノロジー4名）であるが、PAUISTIには2012年度に通

年で教えている教員は9名（数学2名、土木工学3名、電気工学4名）のみである。不足分の

教員をどのようにJKUATもしくは他のケニアの大学機関から雇用するのか、またフルタイ

ム教員の補充にかかる経費をどのように工面するのか、この点につきPAUISTIは早急に対応

を迫られることになる。教員の種類によって給与額も異なることから、教育の質と予算の
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両方を考慮しながら適切な教員を必要数確保して研究フェーズに対応した指導体制を整備

する必要がある。この点につき、PAUISTI事務局は、フルタイム教員を確保するのに必要な

予算を試算してPAU本部に提案していく意向をもっている。PAU本部が、PAUISTI事務局の

提案を早急に受入れ、フルタイム教員の確保を通じた修士課程2年目に入る学生や博士課程

の学生への研究指導体制を敷かれなければ、PAUISTIのめざす世界クラスの大学院教育は行

えない。フルタイム教員の雇用やスーパーバイザーやプログラムコーディネーター等の適

切な人員配置、オフィスアワーの義務づけなど、学生への十分な指導体制を敷くことなど

が求められている。 

 

（2）研究面の課題 

PAUISTIは、2012年11月に学生の受け入れを開始した大学院大学であり、大学院として基

礎科学・技術・イノベーション分野の修士プログラムを学生に提供しているものの、大学

院として研究課題に取り組むための研究体制が整っているとは言い難い。今後、修士生が2

年目の研究フェーズに入り、大学院としても、コーディネーターやスーパーバイザーを雇

用する計画はあるが、研究資金の創設、外部研究資金獲得のための補助、研究紀要の発行

など、教員の研究活動を促す体制づくりの計画はない。研究を行うためには、専任教員の

雇用や研究施設・設備の整備とともに、研究を行う体制づくりも求められる。 

 

（3）施設・設備の課題 

PAUISTIの教育・研究の課題として、次に挙げられるのは施設・設備の問題である。

PAUISTIの事務局や講義室はJKUAT内にあるアフリカ人造り拠点（The African Institute for 

Capacity Development：AICAD）の施設の7部屋（事務局3部屋、教室4部屋）を賃借して運営

している。研究機材は購入されているが、独自に設置する場所は存在せず、現在はJKUAT

の関係学部に設置されている。図書館についても、独自のものはないが、PAUISTIの事務局・

講義室に近接する位置にJKUATの図書館があり、学生はその図書館を利用することができ

る。また、JKUATの図書館のウェブサイトからは、約30の電子ジャーナルへのアクセスが

可能で、PAUISTIの学生もパスワードを与えられて利用することができるようになっている。

このような現状に対して、AUCのDirector for the Department of Human Resources, Science and 

TechnologyであるDr. Hakimは、2013年7月のMinutes of Meeting（M/M）のなかで、PAUISTI

が卓越した研究拠点（Center of Excellence：COE）となるためには、ハイレベルな研究を行

い、それを可能にするハイレベルなラボ、ハイレベルな機材、適切なICT環境が必要である

と述べ、本プロジェクトにおいても施設・設備の支援への期待を強調した。PAUISTIはアフ

リカにおいて数学、分子生物学/バイオテクノロジー、土木工学、電気電子分野におけるア

フリカのリーダーを育成する大学院・研究機関であることをめざしており、ホスト大学で

あるJKUATの施設・設備のみに頼るのではなく、研究施設や図書館施設の整備も求められ

ている。この点については、いかに、「日本政府はLTPとしては、技術協力を中心に行う」、

と主張しても、一貫して、AUC及びケニア側から要求され続けている。 
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 ２－３－５ JKUAT（理工系学部、農学部）・PAUISTIの機材に関する課題 

（1）JKUAT各学部の既存機材の状況 

本調査団は、JKUATの対象学部・学科に対して、所有する既存機材リストの作成と提出

を依頼した。この既存機材リストに基づいて、対象となる学部の学科・研究室ごとに、各

ラボの担当の技官などから聞き取り調査した。 

 

1）既存機材の調査の方法 

・既存機材リストフォームは、機材名称、仕様・メーカー、数量、調達年次、設置ラ

ボ、機材状況等の項目欄を含む。 

・JKUATより受領した既存機材リストに基づいて、各学部・学科の機材設置したラボ

を調査した。機材の設置ラボはリスト中のlocation欄に記載した。 

・リスト中のRemark欄に既存機材の状態について、Remark欄に「repair required」「not 

working」「out of order」「failure」「faulty」「defective」等の記載のある機材を中心に確

認した。記載のない場合は、各ラボにおいて問題のある機材を聞き取って確認した。

確認事項は機材の状態と問題点、使用状況、設置状況等について、各ラボの技官に

聞き取りした。 

・既存機材について、維持管理や修理に問題があるかどうか、スペアパーツ・消耗品

等の調達状況等について聞き取りした。 

・その他、各ラボの機材についての特段の問題等の有無を確認した。リスト中に問題

無しの記載のある機材で、何らかの問題あるものについて状態を聞き取りした。ま

た「問題あり」との記載ある機材でも、実際は使用できるものや既に修理済みだっ

たものもあった。これらの結果については、（付属資料3 添付資料1 既存機材調査

結果）の既存機材リスト中の「調査結果」欄にコメントを記載した。 

 

2）ラボの施設・機材の管理体制 

・各学科のラボには担当の技官が配属されており、ラボ施設、機材の管理を担当して

いる。 

 

① 農学部の機材状況 

農学部（Faculty of Agriculture）は、園芸学科（Department of Horticulture）と食品加工

学科（Department of Food Science and Technology）、土地資源計画管理学科（Department of 

Land Resources Planning & Management（LRPM））の3学科で構成されている。このうち調

査団の求めに応じて既存機材リストが提出された園芸学科と食品工学科の各ラボの既存

機材の状況を調査した。 

 

※ 以下、各ラボの概要について記載する。記載に対応した機材については、既存機材

リスト（付属資料2 収集資料一覧2-4、2-5参照）のシリアル番号を（#xx, yy, zz）の

ように示した。 
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・Department of Horticulture 

Department. of 

Horticulture 

ALB Stair Store ・修理が必要とされる機材が多い。 

・機材のなかには不要なもの、破損したものが

多く見受けられる。 

Phytotechnology 

Lab（ALB021） 

・保有機材数量は多い。 

・機材状況good、very goodとした機材中に、破

損機材、十分な機能が確保できないものがあ

る（#44, 55, 59, 96, 115等）。 

Plant Nutrition Lab

（ALB022） 

・機材状況goodの機材で破損機材が見受けられ

る（#166, 173, 175, 220, 221等）。 

・ケルダール装置（ #166-172, 182-185, 193, 

197-202等）は分離・抽出・蒸留器など数量・

種類が多い。ヒーター・トランスの破損が多

い。 

Plant Pathology & 

Enthology Lab

（AMB103） 

・学生実験用の顕微鏡（#243-303その他）の保

有が多い。 

・顕微鏡は大部分が使える状態。 

Plant Pathology & 

Enthology Lab

（AMB102） 

・汎用実験機器（#316-320, 323-327等）主体で

構成。 

 

・Department of Food Science and Technology 

Department. of 

Food Science and 

Technology 

Food Biochemistry 

Lab（ALB123） 

・保有機材は多いがおおむね稼働している。 

・HPLC（#57, 62-64, 69-71）、分光光度計（#6, 

58-59, 65）等の分析機材類が多いがおおむね

良好。 

Instrumental 

Analysis Lab

（AMB039/040） 

・分光光度計（#84）、HPLC（#89, 91-93）、GC

（#100-101, 106）、原子吸光光度計（#105, 

107）等の分析機器類多い。 

・周辺機器類含めかなり旧式なものが多いが、

おおむね状態は良い。 

Meat & Dairy 

Workshop

（AMB034） 

・食肉加工、乳製品加工ワークショップ。 

・機材状態はおおむね良好。 

Food Engineering 

Workshop

（AMB030） 

・食品素材加工のワークショップ。 

 

Fruits & Vegetable 

Workshop

（AMB036） 

・食品素材加工ワークショップ。 

Baking Workshop

（AMB037） 

・パン等を焼くための大型の機材（#148-149, 

151, 153）が数台。旧式であるが状態は良い。

Postharvest Lab

（AMB013） 

・大型の機械（#155, 158, 162等）が多い。 

  20％程度の機器は故障中。 
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Postharvest Lab

（AMB012） 

・インキュベーター（#163-164, 166-168,）が主

体。特に高価な分析機器はない。 

・大型インキュベーター・保温庫（#172-173）

がある。状態は良好。 

Food Chemistry 

Lab（AMB021/022）

・特に大型の機材はなく、ごく基本的な機器、

ドラフト（#174）、インキュベーター（#175）、

冷蔵庫（#177）、オーブン（#182）があるだ

けで、状態は良好。オートクレーブ（#183）

は故障中。 

Food Microbiology 

Lab（AMB011/022）

・ごく基本的な微生物学実験に必要な機器が揃

っている。状態は良好、機材は旧式。 

 

② 理学部の機材状況 

理学部（Faculty of Science）の以下の5学科の既存機材の状況について調査した。理学

部の保有機材は第2次無償資金協力時に調達された機材が大部分であるが、その後の技術

協力、あるいは独自のファンドで調達した機材と併せて構成されている。 

・Department of Botany 

Department of 

Botany 

Botany Lab ・多くの機材が旧式で、何とか使っている状況。

・組織培養実験等に必要な基本的な機材（#4, 9, 

14, 22,23等）が使用できない状況。 

・超低温冷凍庫（#29）が0℃までしか温度が下が

らず、組織サンプルの保存できない。修理でき

ればすべきである。 

 

・Department of Chemistry 

Department of 

Chemistry 

Applied Chemistry

（G.K. Lab） 

・多くの機材が全くあるいは十分に使用でき

ない状況。 

・修理必要な機材についても旧式で、現地から

の部品調達あるいは修理依頼ができない。 

・少なくとも基本機材（#7, 10, 22, 28等）の更

新は必要。 

Organic / Analytical 

Chemistry Lab  

（SCC 002） 

・多くの機材、特に汎用機材が使用不能。 

・分析機材類は一応稼働、使用できるが旧式の

ため精度悪い。#5、20-21等の機材については、

更新と整備が必要。 

Research & General 

Chemistry Lab

（IEET） 

・汎用機材は少ない。 

・分析ラボとしての位置づけか。 

・GC-MS（#15）が2台あるが、1台は使用でき

ない。 

・常時の維持管理が必要な機材が多い。 

Physical / Inorganic 

Chemistry Lab

（NNSC） 

・分光光度計（#21）破損しているが、旧式の

ため修理の対応ができない。 

・炎光光度計（#14）は比較的新しいので現地

代理店で修理できた。 
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・Department of Zoology 

Department of 

Zoology 

Zoology Lab ・顕微鏡類は多数あるが、手入れが悪く使えな

いもの多い。 

・顕微鏡保管庫の湿度管理ができていない。 

・汎用機器類（#62-69, 85-86, 113-115等）の破

損しているものが多いが、旧式で修理は対応

できない。 

・機器整備と同時に、維持管理体制が必要。 

 

・Department of Physics 

Department of 

Physics 

Physics Lab ・基礎的な物理実験用の機材が多い。 

・使えると言っているものが多いが、維持・保

管状況はあまりよくない。 

 

・Department of Pure & Applied Mathematics（PAM） 

Department of 

PAM 

PAM Lab ・コンピュータ実習室である。 

・整備機材は比較的新しくすべて使用中。 

・コンピュータの不具合に関しては外部に委

託して修理している。 

 

③ 工学部の機材状況 

工学部〔College of Engineering and Technology（COETEC）〕の3学科〔School of Civil, 

Environmental and Geospatial Engineering（SCEGE）、School of Electrical, Electronic and 

Information Engineering（ SEEIE）、 School of Mechanical, Manufacturing and Materials 

Engineering（SOMMME）〕にはそれぞれ1～7つの実験室があり、またワークショップも8

つの作業室で構成されている。工学部の機材は1980～1990年代に無償資金協力・技術協

力で調達・支援されたものが多い。各ラボでは旧式の機材を工夫しつつ使用している状

況であるが、メーカーからのスペアパーツの購入やサービスの調達は既に不可能であり、

計測や分析においては精度が低く使用に耐えないものが多く見受けられる。 

各学科の機材状況は以下のとおり。 

 

・School of Civil, Environmental and Geospatial Engineering（SCEGE） 

Department of 

Civil, Construction 

and Environmental 

Engineering

（CCEE） 

Environmental Lab 

（EMB035） 

・分析用汎用機器（#1, 4, 10-11, 14-15）は旧式

のものが多く、修理調整必要。 

・実験室用計測機材（#43, 54-60等）は一応使

用しているが、旧式のものが多い。 

Hydraulics Lab 

（EMB034） 

・大型の実習装置機材（#70, 74, 79-80, 83）に

ついては一応使用しているが、不具合部品等

多く修理・調整必要。 

・ポリパイプ、コネクター等消耗部品の調達や

加工が必要な実験装置あり（#70）。 

・水循環用ポンプ・モーターの不具合あり、

交換が必要（#74, #76）。 
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Soils & Foundation 

Lab（EMB033） 

・機材数量が多く、その多くが保管庫に収納さ

れている。 

・ほとんどの機材が旧式で、使用可能とのこと

だが確認を要する。 

・リスト上、使用可能とされている機材も、必

ずしも万全ではない（#115, 123, 129等）。 

Transportation Lab 

（EMB032） 

・以前はStructure Labだった。 

・万能試験機（#180）が移動できずに設置して

あるが、基礎が破損して使えず。Material & 

Structure Labに移設を検討。 

・大部分の機材は旧式で、使用中というも十分

な機能が得られていないものあり（#203,－

CBR apparatus）。 

・調整・修理必要だが、旧式のためメーカー技

術者の対応が可能かどうか不明な機材（#180, 

196）あり。 

Materials & 

Structure Lab 

（ELA01） 

・ワークショップ、設置機材は多い。 

・大型機材が多いが旧式である。 

・動力、コンロトールパネル、電気系統の不

具合あるもの多いが、修理可能か（#225, 226, 

229）。 

・破損機材が放置いたままになっており、スペ

ース確保のため整理要。 

Department of 

Geomatic 

Engineering and 

Geospatial 

Information 

Systems（GEGIS） 

Survey Lab 

（EMB031） 

・測量用実習機材が保管庫に置かれ、学生が実

習用に借り出して使用。 

・不具合機材が多いが、修理・調整可能かど

うか不明（#17, 21, 23, 40-41, 43）。 

GIS Lab（ELB113） ・データー分析室、コンピュータ関連機器。 

・10年以上の旧式で不具合あり。 

Architectural 

Design Studio（ELB 

214） 

・製図実習室。 

・大型プロッター（#54-55）が接続不良で使用

できない。修理・調整可能かどうか確認が必

要。 

Storage（ELB 119） ・汎用機材の収納庫。 

・多くの機材が煩雑に収納されている。 

 

・School of Electrical, Electronic and Information Engineering（SEEIE） 

Department of 

Electrical and 

Electronics 

Engineering（EEE） 

Control Lab

（ELB015） 

・90年代初期の第2次無償資金協力の調達機材

が多い。 

・一部機材の部品交換等必要なものあるが、メ

ーカーの対応は期待できない可能性大。 

・使用していない機材も多く、これらは状況把

握できていない。 

Computer Lab（ELB 

015） 

・Control Labの付属ラボ。 

・収納機材は少ないが不具合多い。 
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 Illumination Lab

（ELB 013） 

・大部分が1982年ころの調達機材。 

・一般電気機器関連機材が多い。 

・「working」と記載の機材も必ずしも常時使っ

ていない様子で状態は不明。（#87-129等） 

Electronics Lab

（EMB 103/104） 

・1990年代初めの第2次無償資金協力調達機材

が多い。 

・小型メーター類、電源装置等が多数あり、ラ

ボのキャビネットに収納。 

・大部分の機材の使用頻度が極めて低く、状態

は把握できていない。 

・キャビネットはこれらの機材で塞がれており、

大掛かりな整理・仕分けが必要であろう。 

Installation Lab

（EMB 014） 

・1980年代・1990年代の調達機材多い。 

・電気配線関連機材、計器類。 

・機材数が多く、技官が機材状況を十分把握で

きていない。 

・破損機材・不使用機材が多いが、必ずしも状

態を把握できてはいない。 

Electrical Machines 

Lab（EMB 012） 

・機材種類・数量は非常に多く、大部分がキャ

ビネット中に保管。 

・大部分が1980年代調達機材で、不使用機材

が多く状況把握できていない。 

・カリキュラム・シラバスとの整合による必

要機材を整備し、不使用・破損機材は廃棄す

る手続きを推奨。 

High Voltage Lab

（EMB 021） 

・1980年代調達の大型装置（#621-629, 631-635

等）が多い。 

・コントロール部の破損で使用不能のものな

ど、修理可能かどうか把握要する（#621, 623, 

630）。 

・交換部品等は旧型機材のため入手が難しい。

Department of 

Telecommunication 

and Information 

Engineering（TIE） 

Basic Control Lab

（ELB 015） 

・メーター、電源、計測機器類の基本的な計器

類・関連機材。 

・大部分が使用可能というが、使用していな

い機材も多くあると思われ、十分把握ができ

ているかどうか。 

Digital Electronics 

Lab（ELB 014） 

・機材は収納庫に保管しているが、整理・保

管状況はよくない。 

・ロボット関連機材が破損しており、修理を希

望しているが、可能かどうか不明（#96）。 

Communication Lab

（EMB 022） 

・計測・実験機器類。 

・旧式な機材が多く、現在はシステム的に対応

できないものがある（#134）。 

・電話装置は供与当初からマニュアルが付属

しておらず、使用したことがない（#136-140）。
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・School of Mechanical, Manufacturing and Materials Engineering（SOMMME） 

Department of 

Mechanical 

Engineering（ME） 

Thermo Dynamics 

Lab（ELA 02） 

・1980年代・1990年代供与の大型試験装置類に

ついては、部分修理をしつつ使用している

が、コントロール部、メーター類、動力の不

具合が多く、効率的な実験ができない（#6, 7, 

8, 12等）。大掛かりな修理・調整が必要。 

・その他の機材は比較的手入れよく使用。 

Vibration & Control 

Lab（ELB 111） 

・要素部品類多数、キャビネット中に保管。 

・大部分が1980年代の調達で、不使用機材も多

く、状況は十分把握していないと思われる。

・卓上CNC等、コントロール部の不具合で使用

できない（#65, 66, 67）。修理可能かどうか確

認要。 

Mechanical Science 

Lab（ELB 011） 

・1980年代の旧式機材と2000年以降の比較的新

しい機材が混在。 

・不具合は旧式機材（#197, 202, 209, 212, 218, 

229等）に多いが、修理対応が可能かどうか

確認要。 

Metrology Lab

（ELB 012） 

・計測機器、ゲージ類多種・多数。 

・1990年前後の調達機材が多い。 

・機材の状態は比較的良い。 

Fluid Engineering 

Lab（ELA 03） 

・本ラボは当初リストから落ちており、追加リ

ストとして受領した 

・大型実験装置をメンテナンスしつつ使用。 

・風洞実験装置（#376）は調整装置不具合あ

り、修理必要だが、対応可能か確認要。 

Department of 

Mechatronic 

Engineering（MT） 

Manufacturing 

System Lab（ELB 

114） 

・新しい学科で機材数は少なく、十分な実験で

きない状況。 

・2000年前後から2010年ころの調達機材。 

・今後の機材整備が必要。本学科の新規機材

として約70アイテムの機材がリストされて

いるが、カリキュラム等との整合で必要機材

を検討する。 

Department of 

Biomechanical and 

Environmental 

Engineering

（BEED） 

Irrigation Lab

（AEW 02A） 

・ほとんどがフィールド作業用機材。 

・本ラボは保管庫で、機材がフルに収納されて

いる状況。 

・旧式機材がほとんどで、使える機材もあまり

使用頻度は高くない。 

Soil Mechanical 

Lab I（AEB 034）

Soil Mechanical 

Lab II（AEB 035）

・フィールド作業用機材。 

・旧式機材が多いが比較的手入れよく、使用し

ている。 

・ラボ用機材（#149, 152, 159, 186, 191, 192, 221

等）の不具合は修理できず、要更新。 

 
Agricultural 

Machines Workshop

・圃場用車両・機器類のワークショップ。 

・トラクター約10台あるが、整備状況悪くほと
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（AEW 01）  んどがエンジン、電気系統の不備。 

・故障したものは大修理が必要。 

・圃場耕作機器類は旧式で、使用不能なもの

が多い。 

Irrigation & 

Drainage Workshop

（AEW 02C） 

・穀類中心のポストハーベスト機材。 

・旧式機材、特注機材（#312, 340, 341, 343, 357）

が多く、修理や新規調達が難しい。 

・ラボ用機材（#314, 315, 319, 322, 323）は更新

必要。 

 

・Engineering Workshop 

Engineering 

Workshop 

Plumbing Workshop

（ENW 07） 

・保有機材大部分が1980年代のもので旧式。 

・メンテしつつ使用している状況。 

・スポット溶接機（#3）は既に使えず、溶接ラ

ボの機材を使用している。 

Welding Workshop

（ENW 06） 

・ほとんどの機材が旧式。 

・溶接機は一部を除き使用できない状態（#15, 

16, 24, 32等）。これらは部品修理すれば使用

可能とのことだが、メーカーの部品は調達難

しい。 

・アセチレン溶接装置（#41）は16口のレギュ

レータが破損、交換すれば使える。 

Foundry Workshop

（ENW 06） 

・鋳物加工用大型装置で効率悪いが使用中（#52, 

53）。これらは付属機器の種類・数とも不足。

・チェコ製の養生用のマッフルファーネス（#52）

がヒーター不具合で温度上がらず。部品調達・

交換できるかどうか不明。 

Computer 

Workshop（ENW 

01A, ENW 13） 

・ワークショップ付属のデータ処理用コンピュ

ータ室 

・更新したものも型式古く、メモリー不足で新

しいソフトへの対応できない。 

Automotive 

Workshop（ENW 

05） 

・ほとんどの機材が1980年代の調達で、破損し

て使用できないものが多い。 

・車両メンテ訓練用の大型装置類（#58, 59, 64

等）が1980年調達と旧式でほとんどが使用で

きない。 

・整備実習用車両数台（#82-85）はモデルが旧

式で実用できない。 

Mechanical 

Workshop（ENW 

04） 

・1981年調達の旋盤の多くは整備しつつ使用し

ている。 

・旋盤の一部は制御装置の不具合があり、整

備が必要だが部品が不足（#86,87）。 

・他の工作機械類も一応使える状況に整備さ

れている。 
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Masonry Workshop

（ENW 09） 

・保有機材は古いが現場用の簡単な構造で何

とか使用している。 

・コンクリートミキサー（#109,110）はエンジ

ンが破損し動かず、訓練は手作業で実施して

いる。 

Wood Working & 

Carpentry 

Workshop（ENW 

01） 

・木工用機材は一応すべて何とか使用可能と

なっている。 

・木屑の処理など、現場環境に対応した設備が

必要。 

・今後の機材・設備の整備、更新が望ましい。

 

④ Institute of Biotechnology and Research（IBR） 

IBRはRPE Division内に設立されたbiotechnology分野の研究を目的とした研究所である。 

IBR Biotechnology Lab ・農学部の園芸学科からの分離・新設研究所。

・既存機材は一応稼働しており、必要な研究

テーマには対応している。 

・機材は他の学部に比べ比較的新しいが、バイ

オ分野の基本的な機材で使えないものあり。

・今後の研究テーマに対応した研究分析機材の

整備が必要。 

 

（2）PAUISTIの既存機材の状況 

PAUISTIは将来、学部・学科を整備していく計画だが、現状は4学科がある。PAUISTIで

は各学科に必要な機材を独自に調達し、JKUATの対応する学科のラボに設置する。2012～

2013年に各学科の入札を実施し、数学科以外の3学科の機材を調達した。数学科は入札が不

成立であり、今後、機材調達を実施することとしている。PAUISTIの実施中の学科は以下の

とおりである。 

 

PAUISTIの実施中の4学科 

① Programme for Electrical & Electronics Engineering （電気電子学科） 

② Programme for Civil Engineering （土木学科） 

③ Programme for Molecular Biology and Biotechnology （分子生物学/バイオテクノロジー学

科） 

④ Programme for Mathematics （数学科） 

 

本調査中に土木科の一部機材がJKUATのラボに搬入されている。聞き取りを行った

PAUISTI副局長によると、PAUISTIは機材の調達、調整を実施し、据付けはJKUAT側が分担

するとのことである。またPAUISTIからは現在のところはJICAへの要請機材はないとのこと

である。 

PAUISTIの調達機材とJKUATの既存機材の重複について検討した。PAUISTIの調達機材の

うち、「付属資料3 添付資料1 既存機材調査結果」PAUISTIのBiochemistry機材は6アイテ

ム中4アイテムが「付属資料3 添付資料1 既存機材調査結果」のInstitute of Biotechnology 
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Research（IBR）の既存機材と重複、「付属資料1 添付資料1 既存機材調査結果」PAUISTI

のCivil Engineering機材は7アイテム中5アイテムが「資料1 既存機材調査結果」Collage of 

Engineering and Technology（COETEC）のCivil, Construction and Environmental Engineering 

Department（CCEE）の中のSoils & Foundation Labの既存機材と重複している。「付属資料3 

添付資料1 既存機材調査結果」PAUISTIのElectrical Engineering機材について重複は確認で

きなかった。 

 

PAUISTI機材とJKUAT既存機材の重複状況 

PAUISTI調達機材 JKUAT既存機材 

Biotechnology IBR 

1 Spectrophotometer 26 Spectrophotometer 

3 Vortex mixer 19 Vortex 

5 Automatic digital autoclave 2 Autoclave 

6 Ice Flaker Machine 13 Ice maker 

Civil Engineering CCEE Soils & Foundation Lab 

2 
Unconfirmed compression 

apparatus 
110

Unconfirmed compression 

apparatus 

3 Permeability test apparatus 124-6 Head permeability test 

4 Consolidation test apparatus 117 Consolidation test apparatus（ELE）

5 Testing sieves 130 200mm aggregate test sieve 

6 Field Vane shear apparatus 122 Vane share test apparatus 

 

（3）新規機材 

1）新規機材リスト 

JKUATの以下に示す各学部等の18の学科・分野から、今後現地側で必要となる新規機

材のリストが提出された。このリストは各学科が独自に作成したもので、学科間・学部

間での協議・調整はなされていないと思われる。また機材調達を行う際は、機材の配置・

据付けなどについて以下について具体的な検討がなされる必要がある。 

・設置予定ラボと現状の機材配置を示すレイアウト 

・新規機材の設置位置と動線 

・電気配線・照明、給排水、吸排気等のユーティリティ設備 

・基礎工事の必要の有無 

・機材の運転・維持管理体制 

 

新規機材リストを作成・提出した学部・学科 

・Faculty of Agriculture 

① Department of Horticulture 

② Department of Food Science 
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③ Department of Land Resources Planning & Management（LRPM） 

・Faculty of Science 

④ Department of Botany 

⑤ Department of Chemistry 

⑥ Department of Physics 

⑦ Department of Zoology 

⑧ Department of Pure and Applied Mathematics 

・College of Engineering and Technology（COETEC） 

⑨ Department of Civil, Construction and Environmental Engineering（CCEE） 

⑩ Department of Geomatic Engineering and Geospatial Information Systems

（GEGIS） 

⑪ Department of Electrical and Electronics Engineering（EEE） 

⑫ Department of Telecommunication and Information Engineering（TIE） 

⑬ Department of Mechanical Engineering（ME） 

⑭ Mining and Mineral Processing Engineering（MMPE）<under ME Dept.> 

⑮ Department of Mechatronic Engineering（MT） 

⑯ Department of Biomechanical and Environmental Engineering（BEED） 

⑰ Workshop 

・RPE Division 

⑱ Institute of Biotechnology and Research（IBR） 

（付属資料3：添付資料2、JKUAT学部・学科別新規機材リスト） 

 

（4）中小企業ノン・プロジェクト無償 

本調査と並行して、JKUATに対して外務省の中小企業ノンプロジェクト無償が計画され

ており、ケニア側から83アイテム約8億円の機材が要請された。担当コンサルタントが調査

して、16アイテム99.7百万円の機材に絞り込まれた。 

このノンプロ無償の要請機材と、本調査の新規機材との重複について検討する必要があ

る。本調査の実施において新規に機材を調達する場合は、新規機材リストを作成した各学

科と具体的に確認・調整する必要がある。 

 

（5）課題 

本調査において各学部、学科の機材について現状を確認した。機材の多くは、1980年代、

1990年代に日本が供与した機材であり、よくメンテナンスされて使用されているものの、

修理・更新が必要なものが多く見受けられた。古い機材の故障については、日本でも10年

以上経過した機材の部品は手に入らないということであるので、JKUATの今後の教育・研

究内容にあわせて整備する必要がある。その際、下記に留意しつつ整備する必要がある。 

 

1）PAUISTIとの連携 

PAUISTIは必要機材を独自に入札して調達している。機材の設置場所は既存のJKUAT

の各ラボである。 
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①PAUISTIの機材調達に関し、JKUAT側との情報共有がどの程度なされているのか。本調

査を通じて、各ラボの技官らは必ずしも計画を把握しておらず、機材が配送されて初

めて認識している状況が見られた。 

②PAUISTIの調達する機材の設置・配置に関して、既存のラボスペースが十分でなく、入

札実施に際しては機材配置計画が事前に検討なされるべきである。計画は機材の設置

スペース、必要なユーティリティの有無などの検討が必要である。 

③設置工事が必要な機材に関して、PAUISTIは設置場所となるJKUAT側の責任で施工実施

するとしているが、各学部・学科側は必ずしも認識していない。両者の基本合意のな

かで、それぞれの責任、費用の分担についてどのように了解されているのか。機材の

据付・引渡に際して、機材の組立・試運転調整・使用説明等についてはPAUISTIの責任

において実施するとしている。 

④JKUATのラボに設置されたPAUISTI独自の調達機材はPAUITIの所有であるが、JKUAT

の授業・研究でも使用できるとしている。機材の維持管理責任、費用の分担等につい

て明確に規定されているのか確認を要する。 

 

2）JKUATの機材配置スペース確保 

JKUATの既存機材のうち、破損機材、不使用機材が大量に設置・保管されており、新

規機材の設置や収納のためのスペースが大幅に不足している。 

①多くの破損機材がそのままキャビネット中に収納あるいは設置されており、無駄にラ

ボ内の場所を占有している。これらの不要機材の整理をしないと、必要な新規機材の

調達・配置に問題が生じる。JKUAT学内に機材などの廃棄手続きがあるとのことだが、

煩雑で長期間要するなど問題点が多い。 

 これらの機材は学内のinventory listに財産として記録されており、廃棄等の処分は慎

重になされるとのことだが、限られた施設とラボスペースを有効に活用するため、こ

れらの既存機材の現状について調査のうえ、どのように対応するか、JKUAT内のプロ

ジェクトなどを考慮するとよいと考えられる。 

②今回の機材調査で、例えばEEE（Electronics Engineering）のElectrical Machine Labのキ

ャビネットに収容されたままの機材（#326-#500等）のうち、古いが使用可能と思われ

るがそのラボでは不要なため使用されていない可能性のある機材の例が多々あった。

こうした機材を整理したリストを他学部・学科に開示して、必要な学科などに移設す

るなど、限られた資源の有効活用を考慮するのも一案である。 

③破損機材の修理や不具合部品の加工など、当該学科やラボでは知識・技術が無く対応

できないものが見受けられたが、学内の他の学科やワークショップで容易に対応が可

能と思われるケースがある。例えば、CCEE（Department of Civil, Construction and 

Environmental Engineering）の#79 Circulation tank、#115 Electric CBR loading machine、

ME（Department of Mechanical Engineering）の#12 Heat transfer apparatus、#CNC milling 

machine等のコントロールパネルや電気系統の不備は、電機・電子学部のラボで対応可

能であり、CCEEの#70 Pipe network装置の水位計ニードルのような試験・計測部品の金

属部品等は機械加工ワークショップで容易に加工できるものがある。学内にこうした

情報を開示・共有して、学内協力で有効な対応を考慮するのも一案である。 
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3）資機材管理システム 

JKUATはこれまでの長期にわたる支援プロジェクトを通じて、各学部とも多くの機材

を保有している。これらの機材については大学の保有財産として、しかるべき管理体制

が構築されているとのことである。しかしながら各機材のinventory listは必ずしも統一さ

れておらず、必要な情報が記載されていないなど、十分な活用がなされていない。 

本協力プロジェクトを通じて、学内の資機材の維持管理システムを構築することで、

多くの機材が有効に活用されることが期待できるが、そのための管理すべき項目の整理

と、継続したフォロー体制が必要である。 

以下は機材管理に必要な項目による機材台帳（案）である。 

 

 

 

 

 

 

4）学内の共通センター等の検討 

各学部や学科で、大型な試験機材あるいは高精度な分析機器の整備が求められている。

特にこれらの機器類は高額であると同時に、性能維持のための通常の維持管理費用が多

大である。これらの機材・機器は同一機能・仕様のものが多く、学内の共有のセンター

等を設置して有効活用することも一案である。 

①分析機器センター（案） 

要請機材にも含まれているが、学内の研究テーマに対応して、高度な分析機材が必要

となる可能性がある。これらの機材と周辺機器を含めて共有のセンターに整備して、必

要な研究者が共用することの検討に値する。 

例として下記の機材及び必要な周辺機器が考えられる。 

・ GC-MS 

・ 走査型電子顕微鏡 

・ 超高速冷却遠心機 

・ NMR 

②修理・加工ワークショップ（案） 

学内の機材全般の維持管理・修理等に対応した汎用加工機材を設置したワークショッ

プと、人員（技官）を配置する。対応する分野としては、機械加工技術者、電気・電子

技術者、コンピュータ技術者等が考えられる。 

 

２－４ 他ドナーの支援状況 

２－４－１ PAU支援（2013年7月時点） 

アフリカ連合（AU）のPAU構想において、日本はLTP（Lead Thematic Partner）として東アフ

リカ地域のホスト国であるケニアのJKUATに対してイノベーション基盤の強化を図り、PAUISTI

への必要支援を行う予定である。他のアフリカ地域においてもPAUが進捗しているが、それを支

援する他のドナー国、援助機関の主な支援状況については、以下のとおりである。 

機材名称 数量 メーカー 型式 調達年月 価格
ｻｰﾋﾞｽ代理

店・連絡先
管理責任者

維持管理の

要件
その他
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（1）北部PAU 

水、エネルギー科学分野を担当する北部PAU（Pan African University, Institute of Water and 

Energy Sciences：PAUIWES）については、2013年6月26～27日にLTPであるドイツがホスト

国のアルジェリアにおいて、ドイツ政府（経済協力・開発大臣）、AUC及びアルジェリア政

府（高等教育・科学研究大臣）との間で北部PAU支援に係る三者間文書を締結した。本プロ

ジェクトについては関係者間で政策対話が推進され、また水・エネルギー・気候変動に関

するセミナーなどがドイツの大学や研究所との共催で実施されているものの学生の受け入

れはいまだ開始されていない。ドイツ連邦経済協力開発省はPAUIWES及びPAU本部に対し

て900万ユーロ（約11.5億円）の技術協力と2,000万ユーロ（約25.5億円）の財政支援を行う

こと決定している。 

 

（2）中部PAU 

ガバナンス・人文・社会科学分野を担当する中部PAU（Pan African University, Institute of 

Governance, Humanities and Social Sciences at University of Yaounde：PAUIGHSS）は、LTPの

スウェーデンが同国のウプサラ大学を国内調整センターとして、拠点大学であるカメルー

ンの中部ヤウンデ大学2の博士課程プログラムへの支援活動を計画している（2014年開始予

定）。ヤウンデ大学2では既に70名の学生が修士課程に在籍しているが、スウェーデンは博

士課程プログラムのみを支援対象とする意向をもっている。さらに現時点においてもヤウ

ンデ大学2の図書館や研究室等の施設不足、包括的カリキュラムの未整備、奨学金不足等の

問題が指摘されており、今後AUCがカメルーンを訪問し、拠点大学の変更について政府及

び大学関係者と協議を行う予定である。 

 

（3）西部PAU 

生命地球科学分野を担当する西部PAU（Pan African University, Institute of Life and Earth 

Sciences at University of Ibadan：PAUILESI）については、LTPのインドとAUCは既に二者間

文書に署名しているものの、上位文書であるインド・アフリカ首脳会合の枠組み文書の署

名が済んでいないことから、個別案件であるPAUILESIのMOU締結が難航しており、また枠

組み文書が最終化されていないためにPAUILESIの具体的な支援内容についても進捗がみら

れない状況である。 

上記のドナー国に加え、アフリカ開発銀行（AfDB）もPAU支援を表明しており、2013年4

月にはPAU支援に関する詳細計画策定調査を実施し、その調査結果を踏まえ2013年7月24日

にAfDB理事会の承認の下、アフリカ開発基金（African Development Fund：ADF）を通じて

4,500万USD（約44億円）の資金援助を行うことを決定している。さらに現時点でLTPは未定

であるものの、今後、宇宙科学分野を担当する南部PAUへの支援が計画されている。 

PAUの初期段階におけるドナー機関からの支援総額はEUが1,330,500 USD（2010～2012

年）、GIZが3,688,500 USD（2011～2014年）、SIDAが678,000 USD（2011～2012年）となって

いる15。また本プロジェクトの実施が予定されている東部PAU（PAUISTI）の拠点大学であ

るJKUAT内では、中国の支援による植物園の建設計画が進められている。 

                                                        
15 PAN African University Project Appraisal Report（AfDB、2013年5月） 
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２－４－２ PAU以外の支援 

アフリカではPAU以外にもさまざまなドナー機関が科学技術に係る高等教育分野へ支援を行

っている。以下、主なドナー機関の支援概況を記す。 

 

（1）世界銀行 

世界銀行はアフリカの高等教育、科学技術イノベーションの振興を目的に、1）調査研究、

2）融資、3）会議・フォーラム・ワークショップ、4）パートナーシップの構築の4分野へ

の支援を行っている。現在、世界銀行が実施しているサブサハラ・アフリカ地域の高等教

育案件は34件にのぼるが、そのうち、27件は高等教育部門が関与する案件で、7件のみが純

粋な高等教育セクター支援である（セネガル、モザンビーク、ブルキナファソ、タンザニ

ア、ナイジェリア、ウガンダ、モーリタニア）。これら7案件の支援総額は471.3百万USDに

のぼる。 

 

（2）国連教育科学文化機関（UNESCO） 

UNESCOはアフリカのニーズに応える高等教育支援という方針を打ち出しており、2010

～2011年にはアフリカに対して24,721,800 USDの予算配賦を行った。これは全体の教育予算

の23.4％に該当するが、このうち人件費を除く活動予算だけで試算するとアフリカに対する

教育予算は全体の32.3％を占めることになる。UNESCOによるアフリカでの主な高等教育支

援としては、高等教育の質保証の展開を支援する「Global Initiative for Quality Assurance 

Capacity（QIQAC）」と高度人材の国外流出を防ぐことを目的に科学のための情報インフラ

を整備する「Brain Gain Initiative（BGI）」の2つが挙げられる。 

 

（3）アフリカ開発銀行（AfDB） 

AfDBによるアフリカの高等教育支援は1）COE（Center of Excellence）支援、2）高等教育

インフラと教育訓練機会の保障、3）高等教育と労働市場とのリンク強化の3領域を活動対

象としている。現在、進行中の高等教育関連の案件は11件であり、そのうちの4件は多国間

案件となっている。 

 

（4）欧州連合（EU） 

同分野におけるEUの主な支援は欧州とアフリカの高等教育機関の連携と学生・研究者交

流の促進を目的とした「エラスムス・ムンドゥス計画」と、ACP（アフリカ、カリブ、太平

洋地域）地域の高等教育の質の向上を目的としたEUとAUの共同5カ年戦略である「ニエレ

レ・プログラム」の2つである。このうち、2004～2008年の間に「エラスムス・ムンドゥス

計画」によって支援を受けたアフリカ人奨学生は866名にのぼっている。 

 

（5）中国 

中国による主なアフリカへの教育支援実績としては1）アフリカ諸国における107の学校

設立支援、2）29,465名の留学生への奨学金支給の2つが挙げられる（いずれも2009年までの

実績値）。現在は毎年5,000人のアフリカ人留学生に奨学金を支給している。 
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（6）米国国際開発庁（USAID） 

USAIDの高等教育支援は1）大学・職業訓練へのアクセスの拡大、2）高等教育及び調査

研究の質の改善、3）労働人材育成プログラムの妥当性及び質の改善、の3領域を対象とし

ている。またUSAIDの高等教育分野への年間支出額は215,789,000 USD（2009年実績）であ

り、年々微増傾向が見られる。 

 

２－４－３ JKUATにおける研究・イノベーション活動支援 

本プロジェクトが対象とするPAUISTIの拠点大学であるJKUAT内においても、学内研究者を対象

とした公募制の研究・イノベーション活動が推奨されており、多くの研究者がJKUATの内部資

金及びドナー機関等の提供する外部資金を活用して研究・イノベーション活動を実施している。

このうち、外部資金を活用した研究活動については年間70以上の研究プロポーザルが提出され、

そのうち51の研究活動が採択され、実施に移された。これらの研究活動に付けられた外部資金

は総額787百万ksh.（約9.1億円）にのぼる（2011年実績）。2011年度の各ドナー機関等の提供資金

の内訳は、図2-14に示されたとおりである。資金提供先のうち、資金提供額が最も高いのはJICA

（日本）であり、次いでケニア国内の科学技術評議会（National Council for Science and 

Technology：NCST）、DANIDA（デンマーク）、AUSAID（オーストリア）、EUの順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：JKUAT Strategic Plan 2013-2017を基に調査団作成 

図２－14 JKUATにおける外部研究資金の内訳 

 

またJKUATは公募制の研究活動のほかにも、JICAが実施した第三国研修を契機として、世界

銀行からの研修委託などを通じたアフリカ域内の開発への貢献活動も実施している16。 

 

２－５ JICAを含むわが国の支援状況 

JICAによるアフリカの高等教育分野における支援の歴史は比較的長く、本プロジェクトの対象

機関であるJKUATに対する23年間（1978～2000年）にわたる支援などはその代表例ともいえる。

JKUATへの支援については大学設立計画や農場整備などの無償資金協力案件が3件、学士課程にか

かる技術協力プロジェクトが2件、また応用食品分析、応用電気電子、水質汚染、園芸作物などに

係る第三国研修が8件実施されてきた。また現在でもJKUATを実施機関として「再生可能エネルギ

                                                        
16 JICA評価結果の総合分析「高等教育」（JICA、2006年3月） 
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ーによる地方電化推進のための人材育成プロジェクト（2011～2015年）」が実施されており、再生

可能エネルギーを活用した地方電化の推進にかかる共同研究や研修を通じた人材育成が図られて

いる。これらのJKUATへの支援を含めると、これまでJICAがアフリカで実施してきた高等教育・

研究機関支援は技術協力が17件〔1971～2015年（予定）〕、無償資金協力が23件（1978～2011年）

にのぼる17。 

また、上記の支援以外にもJICAは独立行政法人科学技術振興機構（JST）と協働して地球規模課

題対応国際科学技術協力（SATREPS）を実施し、加えてJICA単独で科学技術研究員派遣制度の運

営管理を行っている。SATREPSによりアフリカで実施された日本とアフリカの共同研究は15カ国、

18プロジェクトにのぼっている。アフリカ地域で採択された案件分の内訳は環境・エネルギー（気

候変動領域）分野が3件、環境・エネルギー（低炭素社会）分野が3件、環境・エネルギー（領域

非特定）分野が3件、生物資源学分野が4件、防災分野が2件、感染症分野が3件となっている。他

方、科学技術研究員派遣については2008～2010年度までに22件が採択され、それらの研究分野に

最適な日本人研究者がJICAの専門家として派遣されたが、このうち、アフリカ地域での採択案件

数は6件であった（エジプト、ガーナ、ケニア、ボツワナ、マラウイ、モザンビーク）。 

 またJICA以外でもケニアでは、日系企業として日清食品ホールディングス株式会社が、2013年1

月に社会貢献活動のパートナーであるJKUATとともに合弁会社を設立し、ケニアにおいて即席麺

の製造販売事業を推進している（2013年7月の時点で、JKUAT敷地内に即席麺の製造工場の建設計

画が進行中）。 

                                                        
17 「アフリカ地域科学技術に係る高等教育基礎情報収集・確認調査最終報告書」（JICA、2012年3月） 
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第３章 技術協力プロジェクトの基本計画 
 

３－１ 協力の基本方針 

３－１－１ 基本方針の前提（PAUISTIの現状） 

汎アフリカ大学（PAU）はアフリカ連合委員会（AUC）主導のもとに構想された大学である。

図3-1に示すようにアフリカ全域を5分割し、東部アフリカはBasic Sciences, Technology and 

Innovationを対象分野とし、PAUISTI（汎アフリカ大学基礎科学・技術・イノベーション学院）

と称している。以下の2点は大きな問いである。 

・ PAUそのものの存在価値は何か？ 

・ 既存のアフリカの大学と異なる利点は何か？ 

現時点では、「多国籍の学生と多国籍の通常教員による大学院大学」が特徴と言わざるを得な

い。この特徴だけでは、既存のアフリカの大学と大差はなく、このままの仕組みで特別な戦略

を立てずに学生の受入れを継続した場合、PAUの存在価値は中期・長期の視点では更に低くなる

ことは明らかである。これまでの一連の現地調査から、開始まもない機関であることを十分配

慮しても、PAUのねらいと現実は乖離している（下記注-1参照）。 

PAUISTIの現在の教育・研究内容、活動計画には秀でた戦略性は無く、開始早々から既に魅力

度は低く、総じてPAUISTI全体に「光るものが無い」ことは新設機関として致命的と言えよう。

このような現状の下で、このたび、日本からの技術協力プロジェクトの内容を詰めるにあたり、

PAUISTIの特徴出しを行い、魅力度・存在価値を少しでも高めることは、主要支援国（Lead 

Thematic Partner：LTP）18の一部を担うJICA協力の基本方針の大前提である。 

 

３－１－２ PAUの特徴出し 

PAUISTIの特徴出しとその実践に日本の知恵・経験をフルに活用し、実践を通して人材育成を

行い、併せて成果の対外発信を通し日本のプレゼンスを高めることは極めて重要である。本プ

ロジェクトに対する日本からの協力規模及び現地での協議から総合判断し、技術協力の焦点と

して、「地域特性を生かしたイノベーションの実践」が最も効果の高いものであることが日本及

び相手側（ケニア及びPAU）により合意された。この「アフリカ型イノベーション」は、PAUISTI

の特徴分野を浮き彫りにすること、PAUISTIのホストとなるJKUATにとっては大学の重要ビジョ

ンの1とつとなっており、PAU及びJKUATの双方の大学の方針・大学力強化につながることがポ

                                                        
18 PAU Instituteを支援するドナー国 

 

（注-1）(PAUのホームページ、About PAUより抜粋) 

The Pan African University is the culmination of continental initiatives of the Commission of 

the African Union to revitalize higher education and research in Africa. It is a project that 

will exemplify excellence, enhance the attractiveness and global competitiveness of African 

higher education and research and establish the African University at the core of Africa’s 

development. The Pan African University will greatly boost the population and retention of 

high level human resources and quality knowledge outputs and be able to attract the best 

intellectual capacity from all over the world. 
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イントである。PAUの特徴出しのためにはその足腰たるホスト大学であるJKUATを強化すること

が最短・最大の効果となる。 

 

JICA協力のポイント ⇒ 地域特性を生かしたイノベーション 

・PAUISTIの中核であるイノベーションを具体的に実践し、実のある大学としてのPAU看板

（特徴のある大学・存在価値の高い大学）を創出する。JKUATの実力強化無くしてはPAUISTI

は強化されない。 

・イノベーションはJKUATにとっても最重要ビジョンの1つである。アフリカ全体でイノベー

ション活動は期待されているが、実のある発信は十分になされていない。 

・イノベーションに関する日本の豊富な知見・実績を活用し、アフリカに適したイノベーシ

ョン（アフリカ型イノベーション）をJKUAT/PAUISTIで実践する。 

・イノベーション活動を通し、PAUISTIのホスト大学（JKUAT）支援に貢献する。 

・「小さくともキラリと光るもの」を示す。⇔⇔日本のプレゼンスを高める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出所：調査団作成資料 

図３－１ 汎アフリカ大学における東部アフリカ地域の位置づけ 

 

３－１－３ 日本からの技術協力の焦点 

新設の大学づくりは下記のようなさまざまな項目を検討し、具体化する必要がある。 

 

・大学のビジョン・ミッション、短・中・長期戦略、大学の設置認可など法的措置 

・大学の財務・運営・経営 
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・教職員の確保・定着（採用・処遇） 

・学生の確保（募集・選考）と就職支援 

・施設・機材の確保・充実化・維持管理システム 

・カリキュラムの作成・認可・更新システム 

・特徴ある教育・研究・社会貢献の戦略策定と実施及び質の確保 

・他のPAU諸機関とのネットワーク 

・その他、学園としての環境整備など 

 

PAUISTIのホストであるJKUATは、1994年に親大学（Full Fledged University）に昇格して以来、

子大学（Constituent College）を育成（メンタリング）してきている。それらの実績から、上記

の大学立ち上げに必要な基本事項・ノウハウはそれなりに習得しており、JKUATが本気で取り

組めば大学運営などは十分対応可能である。ただし、PAUISTIの円滑な運営に不可欠な資金調達

はAUとケニア政府に大きく依存しており、大学の財務調整能力も必要とされる。また、意思決

定メカニズムは、PAU規約に明示されるPAUの本部（Rectorate）のほか、現時点では実体的に

JKUATの学長（Senate）の決定も要する二本立てとなっており、また、実際にPAUが大学運営の

実態を大きく依存する拠点大学学長の意向は無視できないものと考えられる。これまでの子大

学育成とは異なるため、円滑な意思決定のシステムが今後どのように整理・確立されていくか、

今後も留意が必要である。 

今回の技術協力では、JKUAT側はホスト大学としてPAUISTIの運営面などの全般を行い、日本

側は一部多角度・広域の視点で助言する程度とし、アカデミック面で最も強化が必要とされ、

アフリカで全般的に弱いイノベーションに焦点を当てることとなった。具体的なプロジェクト

活動は、PDM（「3-3 協力の枠組み」）に詳述されるが、下記の3つのキー活動を中心にしたア

フリカ型イノベーション能力の底上げ・実証・発信を通した強化である。 

 

活動① JKUAT/PAUISTIのイノベーションに向けた緒活動のための基盤整備・強化 

活動② 研究・イノベーション活動の戦略策定と具体的実施、及び活動を通した人材育成 

活動③ 研究・イノベーション活動成果の情報発信と情報交流（アフリカ内外の教育研究 

機関・企業等） 

 

＜補足説明＞活動①は活動②を持続的に奥深く実施するためには必要不可欠である。活動①、

②を通して得た成果は活動③で内外に広く発信される。それらの情報発信及び

それらのフィードバックを生かしつつ、活動①、②、③は、ステップアップし、

繰り返されと、JKUAT/PAUISTIの実力は更に強化され、特徴が実体化していく。

なお、活動①はイノベーションを幅広くした基礎教育・研究にも大いに有効活

用可能である。 
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出所：調査団作成資料 

図３－２ JICA技術協力の焦点 

 

３－１－４ プロジェクトをとりまく意思決定の流れ 

PAUISTIの実際の教育・研究、特に実験・実習活動はホスト大学であるJKUATの施設・機材を

使うことが主流（大半）である。円滑な教育・研究の実施には、実験室に関与するJKUAT教員・

技官・職員とPAUISTIとの円滑な連携が不可欠である。また、現在のPAUISTI所長（現在はまだ

暫定、代理）はPAU及びJKUATの学長/Senateの指示に沿い活動している。そのため、プロジェク

トオフィスは、現場をとりまく円滑な意思決定を最重要視し、図3-3に示すように、学長/Senate

と直接連絡しながら、3名の副学長（教育、研究、庶務担当）と連携し、プロジェクト運営の意

思決定を行う。実際の運営チームは図3-4に示すイノベーションタースクフォースであり、JKUAT

及びPAUISTIの教職員のなかから選出される。このように、プロジェクトオフィスはJKUATのト

ップマネジメントと密に連絡を取りながら、活動を行う。大学の中枢部と常に折衝できる位置

にプロジェクトを設置することは、それだけ大学側からの圧力を受けることになるが、プロジ

ェクトのプレゼンスを大学内外で高めるためには極めて重要である。 

プロジェクトの合同調整委員会（JCC）は、学長を議長として年1回の頻度で開催され、プロ

ジェクト活動の合同評価は必要に応じ軌道修正が行われるのが望ましい。JCCは本邦国内支援体

制と密接な連携をとることが望ましい。 
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出所：調査団作成資料 

図３－３ プロジェクトオフィスとJKUAT及びPAUとの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：調査団作成資料 

図３－４ プロジェクトの協力範囲とJICA・JKUAT/PAUISTI・AUとの関係 

 

３－１－５ イノベーションの留意点 

本プロジェクトのキーワードはイノベーションである。しかし、その用語は日本にて使用さ

れているイノベーションのコンセプトとは必ずしも一致しておらず、アフリカの地域特性を積

極的に活用する適正技術から最新技術にわたる広範囲な技術層を含む技術革新に近い意味であ

る。本プロジェクトでは、社会ニーズのベースとなる基礎技術・創造性技術そのものから技術

の成果品が市場に広く生かされることをめざした活動も「アフリカ型イノベーション」の活動
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としてイノベーションを広義に解釈することにする。 

本調査時にケニア・日本国側双方で協議、合意し、AUC団員からも異論はなかった暫定的な

イノベーションの定義を以下に示す。なお、在来の技術・知識・資源・知恵を生かしたイノベ

ーションを支持する意見もケニア側より出されたことを付記する。 

 

Concept and Scope of “Innovation” Activities 

For the purpose of implementing the Project effectively, the both parties agreed on the following 

points of concept and scope of “Innovation”. 

******************************************************** 

“Innovation” is the application of new solutions that meet requirements, inarticulate needs, or 

existing market needs. This is accomplished through more effective products, processes, 

services, technologies, or ideas that break in to the markets or into society. 

Innovation with local/indigenous knowledge, resources, experiences and wisdom 

 

図3-5は、大学内でのビジネス化に向けたイノベーションの活動ステップと活動領域の限界、

及び企業との連携効果につなげていくイメージを示す。科学技術系の大学は、学内で、研究⇒

技術開発⇒設計⇒試作品、に至る過程は実力次第で十分達成可能であるが、製品化・販売に至

るためには企業と連携しないと達成しにくいものであることがアジア・アフリカでの取り組み

事例からの教訓である。大学のみで研究から製品化に至るまで、すべてのプロセスを単独で行

うことは難しく、産学連携が重要となる。 

今回のプロジェクトでは、イノベーション力強化も含め、日本の可能な企業との積極的な連

携も検討されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所： Hassanudin University COT Concept/JICA, Indonesia, 2011 

図３－５ 大学内でのイノベーションに向けた活動領域と企業との連携効果 
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３－１－６ アフリカ型イノベーションのイメージ例 

アフリカ型イノベーションのイメージを共有するために、現在JKUATが取り組んでいる事例

を紹介する。これらは、あくまでも現在までの事例であり、本プロジェクトを通し、

JKUAT/PAUISTIと連携しながら、より戦略的・体系的に実施できる仕組み作りが望まれる。 

また、大学機関であることから、学生（主に大学院生）がイノベーション活動に参画するこ

とになる。活動を通し、これら学生の修士論文・博士論文を作成指導も必要となることが多く

なることが予想される。これらも、企業による通常のイノベーション活動とは異なる大学機関

としての役割が伴うことになる。 

 

・ 図3-6（a）（b）は、それぞれ農学系・工学系で実施してきたイノベーション活動またはプロ

ダクションユニットをめざした創意工夫活動である。 

・ 図3-6（c）は、これまでの試作段階から実用化（生産・販売）に向けた活動として、JKUAT

と日清食品ホールディングスとの間で合弁事業が開始される事例である。 

・ 図3-6（d）は、JKUAT学内で進行中のJICA再生エネルギープロジェクト（Bright）である。

イノベーション活動として魅力ある取り組みであり、当プロジェクトとの柔かい連携が期待

される。 

・ 図3-6（e）は、JKUATに新設された水資源研究センターである。地域の住民を巻き込んだ活

動が計画されている。JKUATが社会に貢献するイノベーションの一例となるものである。 

・ 図3-6（f）は、JKUATの将来構想案であるJKUAT Industrial and Technology Park を示す。本キ

ャンパスの隣接地に設置予定としている。現時点の実力・資金・人材面から判断して、夢に

近い将来構想であるが、大学が独自に計画しているイノベーションの将来の姿の一例と思わ

れる。 

 

  

出所：インブガJKUAT学長発表資料（2013年5月31日） 

図３－６（a） JKUAT農学系のイノベーション例 図３－６（b） JKUAT工学系ワークショッ試作例
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出典：インブガJKUAT学長発表資料（2013年5月31日） 

図３－６（c） 大学と企業の合弁事業の例 図３－６（d） JKUAT学内で実施中のJICAプロ 

ジェクト（Bright Project） 

 

  

出所：JKUAT提供資料 出所：JKUAT提供資料 

図３－６（e） JKUATに設置された水資源 

センター 

図３－６（f） JKUATの将来構想 

（JKUAT Indusitrial Technology Park構想） 

 

３－２ 実施体制 

現時点での実施体制（案）は以下のとおりである。 

 

３－２－１ 日本側の投入体制（案） 

1）プロジェクトスキーム：技術協力プロジェクト 

2）内容：アフリカ型科学技術イノベーション振興プロジェクト（JKUAT/PAUISTI支援） 

3）プロジェクト名： 

PDMでの名称：Project for Promoting Innovation toward Establishment of the 

PAUISTI hosted by JKUAT/Kenya 

 

上記名称は、あくまでプロジェクトはPAUに関するものであることを示しつつ、他方でホスト

大学にも配慮し、かつ、新規大学の「establishment」はすぐには容易ではない、という現実にも

配慮した、AUCからの提案である（暫定名称は、R/Dまでに最終的に設定することとしている）。 
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4）協力期間：2013年末から5年間（ただし、5年間以後も、長期研修生に関してはその帰国ま

でをプロジェクト期間に含んで設定する） 

 

5）日本側の投入（案） 

① 長期専門家派遣（Long Term Experts）（3-4 persons） 

・Chief Advisor 

・Coordinator/PR/Data Base System 

・Prof. in the field of Bio-technology/Agriculture 

・Prof. in the field of Engineering 

② 短期専門家派遣（Short Term Experts）（number of persons：depending on situation） 

  現地研究/イノベーション指導（教員・学生）、特別セミナー、特別講義、その他 

③ 研修/日本での長期研修（for Junior and Senior Staff） 

④ 機材支援（老朽化機材の更新、新規機材） 

⑤ イノベーション活動支援 

⑥ 本邦大学のアフリカ活用支援・学生交流支援*・ 

  本邦企業等**のアフリカ型イノベーション進出支援、冠講座など 

--------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

* 日本の学生（例：京大思修館など本邦大学グローバル人材育成プログラム等）のJKUAT

を通したアフリカ実習、学生間の交流なども共同で積極的に推進・支援が期待される。 

** 日本プラント協会（JSI）、主に中小企業、自治体等との連携が期待される。 

 

 

３－２－２ 相手側の投入体制（案） 

相手側（JKUAT/PAUISTI）の体制は、本調査で合意された下記のカウンターパートが中心と

なり、日本側と協働で、プロジェクト活動が実施される。 

The Government of Kenya will assign/mobilize necessary personnel to ensure the smooth operation 

of the Project as follows. 

1．Project Director 

Deputy Vice Chancellor（AA）*, JKUAT 

 

2．Project Manager 

Chairperson, Innovation Task Force, JKUAT 

 

3．Project Staff 

Innovation Task Force Members** 

************************************************************************** 

* DVC（RPE）and DVC（APD）may support to the Project Director. 

** Innovation Task Force Members are mainly composed of two 

representatives from Agriculture, Engineering, Science, PUISTI, 

RPE Division, APD Division, Some Young Researchers and 

All JICA Experts. 
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３－２－３ 日本側の支援体制（案） 

日本側の支援体制は、これまでJKUATとかかわってきた大学を中心に支援体制が構築される

予定である。必要に応じ、企業・自治体・NGO等も加わると、支援体制を通したより幅広い活

動展開が期待される。 

 

３－３ 協力の枠組（上位目標、プロジェクト目標、成果・指標・活動、投入、外部条件） 

３－３－１ 上位目標 

 （上位目標） 

アフリカにおいて科学、技術、イノベーション分野の産業人材が育成される。 

 （指標） 

JKUAT/PAUISTIの卒業生のXX％以上が卒業後1年以内にアフリカの企業・学術研究機関に採

用される。 

 

３－３－２ プロジェクト目標 

 （プロジェクト目標） 

PAUISTIへの必要な支援を供与するために、JKUATのイノベーションの基盤が構築・強化され

る。 

 （指標） 

1．定期的にラボ情報が更新され、必要機材の修理・補充が行われる。 

2．JKUAT/PAUISTIの研究者（教員/大学院生）の執筆した研究論文が、アフリカ内/外の査読

付学術誌（Peer Reviewed Journal）に年間XX件以上掲載される。 

3．XX以上の学術・研究機関、企業がJKUAT/PAUISTI主導で開催する研究セミナー/シンポジ

ウム/ワークショップ/学会に参加する。 

 

３－３－３ 成果・指標・活動 

（1）成果1：JKUAT/PAUISTIのイノベーション分野の研究環境が整備される。 

（指標） 

1-1．JKUAT/PAUISTIの研究に必要な重要機材が修理・補充される。 

1-2．JKUAT/PAUISTIの教員のうち、6名の若手教員が長期研修に参加し、博士号を取得

する。 

1-3．JKUAT/PAUISTIの技官のうち、少なくとも6名以上が機材維持管理に係る能力強化

研修を受講し、担当機材維持管理の理解度が100％となる。 

 

（活動） 

1-1．研究機材の現況調査の実施 

1-2．上記調査結果に基づく研究機材の調達管理計画の策定 

1-3．上記計画に基づく必要機材の修理・補充 

1-4．既存の機材維持管理システムのレビューと課題抽出 

1-5．機材維持管理にかかるマニュアル類の整備と更新 

1-6．機材維持管理を担う人材への研修実施 



 

－56－ 

1-7．各ラボの人員、機材に関する情報整理、更新及び発信 

1-8．イノベーション分野の研究を担う若手教員及び機材管理を担う技官への能力強化

研修の実施〔本邦研修（長期/国別研修）〕 

 

（2）成果2：JKUAT/PAUISTIにおいてケニア及びアフリカ地域に特徴的な研究が実践される。 

（指標） 

2-1．イノベーションの全体戦略/中期計画及び年次行動計画書が策定され、毎年更新され

る。 

2-2．JKUAT/PAUISTIの教員を対象とした研究プロポーザルの公募を通じて、毎年10件の

アフリカに特徴的な研究が実施される。 

2-3．JKUAT/PAUISTIの若手教員XX人以上が採択研究の実施を通じたOJTを受講する。 

 

（活動） 

2-1．イノベーション戦略作成実施に係る作業部会の設立 

2-2．イノベーションの全体戦略/中期計画の立案 

2-3．上記、中期計画に基づいた年次行動計画の策定 

2-4．パイロット研究の実施（1年次のみ） 

2-5．公募研究に係る選定委員会と選定基準の設置 

2-6．研究プロポーザルの公募方法の導入 

2-7．JKUAT/PAUISTIの教員を対象とした研究プロポーザルの公募促進 

2-8．採択された研究の実施 

2-9．採択された研究の実施を通じた研究者（教員/大学院生）へのOJTの実施 

2-10．研究進捗のモニタリング実施と報告会の開催 

2-11．研究成果の取りまとめと情報共有の促進 

2-12．研究論文の査読付き学術誌（Peer Reviewed Journal）への投稿 

2-13．採択された研究成果をベースにした全体戦略/計画のレビューと更新 

 

（3）成果3：JKUAT/PAUISTIの研究活動がアフリカ内外の高等教育機関や産業界等に情報発信

される。 

（指標） 

3-1．JKUAT/PAUISTI主導による研究セミナー/シンポジウム/ワークショップ/学会が毎

年、最低2回開催される。 

3-2．産業界と協働したセミナーなどが毎年、最低2回開催される。 

 

（活動） 

3-1．JKUAT/PAUISTIのウェブサイトを通じた研究活動に関する情報発信 

3-2．アフリカ内外の学生の学術交流の推進 

3-3．産業界と協働したセミナー等の企画・実施 

3-4．JKUAT/PAUISTIの研究成果に係るワークショップ/発表会の開催 
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３－３－４ 投入 

（1）日本側 

・長期専門家：チーフアドバイザー、業務調整 

・長期専門家：バイオテクノロジー分野（農業、科学）、工学系分野 

・短期専門家 

・研修（長期本邦研修） 若手教員2名×3期 

・短期本邦研修 

・機材（基礎科学、技術、イノベーション分野） 

・JKUAT/PAUISTI用の公募研究費 

・プロジェクト実施にかかる一部費用 

 

（2）ケニア側 

1）JKUAT 

・プロジェクト事務所用の施設とスペース 

・研究活動用の施設と機材 

・カウンターパート 

・プロジェクト実施にかかる一部費用 

 

2）ケニア政府 

・JCC（合同調整委員会）への参加 

 

3）PAUISTI/AU 

・カウンターパート 

・プロジェクト実施にかかる一部費用 

 

３－３－５ 外部条件 

（1）事業実施のための前提条件 

・JKUAT/PAUSITIの事務局が機能し、互いに円滑なコミュニケーションが図られる。 

・JKUAT/PAUSITIに対する予算が毎年、確保される。 

・JKUAT/PAUSITIにおいて、プロジェクト実施に必要な数の研究者（教員/大学院生）が確

保される。 

 

（2）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・プロジェクト・オフィス及び研究用の施設がタイムリーに準備される。 

 

（3）上位目標達成のための外部条件 

・アフリカ連合委員会（AUC）が汎アフリカ大学（PAU）を維持し、アフリカ域内の高等

教育の向上、人材育成強化という政策の優先度が変更されない。 

・JKUATがPAUにおいて、基礎科学・技術・イノベーション分野のホスト大学としての地位

が保障され続ける。 
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・必要機材の修理・補充用の予算がJKUATにより確保され続ける。 

・プロジェクトによる改善効果を持続させるための外部条件 

    特になし。 

 

３－４ 実施にあたっての留意事項 

３－４－１ 補充機材の優先付とスペースの確保 

本プロジェクトでは、JKUATのイノベーション基盤の強化の一環として機材管理体制の整備

を行うことを計画しているが、JKUATのイノベーション関連学部の所有する機材については基

礎研究に必須な機材であるものの故障して修理不可能なものが多く、機材の入れ替えが必要な

状況にある。またイノベーションの実践のためには先端機材の導入も不可欠であり、現有機材

のみでは大きな制約を受ける可能性が高い。そこでプロジェクトの初期段階で現有機材及び必

要機材の状況確認調査を行い、プロジェクトで実施を予定している公募制のイノベーション研

究活動の内容についても併わせて検討しつつ必要機材の優先付けを行い、それに基づき機材の

購入・補充を進めていくことが重要である。また購入から10年以上経過した旧式の機材につい

てはスペアパーツを入手することが困難であるため廃棄する必要がある。こうすることで新規

の機材を購入した際の設置スペースを確保することが可能となる。また新規の購入機材につい

ては汎用性が広く、基礎研究から応用研究まで活用可能なものであり、かつ多くの研究者の使

用が可能なものに優先度を与えることで、プロジェクトの成果発現、インパクトの増大及び自

立発展性の確保に資することができる。 

 

３－４－２ 本プロジェクトにおけるJKUAT、PAUISTI及びAUCの関係性と役割の整理 

本プロジェクトは、AUのPAU構想への支援の一環として、東部アフリカ地域のPAU（PAUISTI）

の能力強化を行うことを目的としており、そのためのアプローチとしてPAUISTIのホスト大学で

あるJKUATのイノベーション基盤を強化し、JKUATの研究キャパシティの強化を通じてPAUISTI

へ必要支援が行われるようにデザインされている。このため本プロジェクトには実施機関とし

てJKUATとPAUISTIがかかわるほか、PAUISTIを管理するAUCも関与することになる。他方、JICA

プロジェクトは二国間支援をベースとしており、要請を上げた国との間で二国間合意を締結し

たうえで正式な事業プロセスを開始することになっている。今次調査では、AUCの団員が入り、

AUCとしての立場が累次表明された。（詳細は第5章5-1 団長所感参照） このため本プロジェ

クトに関しては、JICAとJKUATもしくはケニア政府との間での二国間文書を交わすことが想定

されているが、ここにどのようにAUCを位置づけるのかを明確にして、サイナー、要請の出所、

プロジェクト主体及び供与機材の所有権等につき関係者間での混乱が生じないよう、プロジェ

クト開始前に再度共通理解を形成しておく必要がある。 

これに加え、JKUATとAUC間でのPAUISTIの運営体制についての共通理解も促進する必要があ

る。PAU規約には、PAUに関する最高機関はPAU Councilと規定されており、また、各PAU Institute

は、そのDirectorが陣頭指揮を執るとされている。またAUCはPAUを管理監督することも明記さ

れている。他方、PAU Rectorに任命されるというDirector は依然、調査時点では暫定人員であり、

任命にあたってもホスト大学と協議することとなっている。規約がありながらも実施体制は十

分に整ってはおらず、規約の内容についても各ホスト大学と十分に共有されていない状況であ

る。また二国間文書、三国間文書の進捗・内容もホスト機関に伝達されていない。全般的にAUC
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本部、PAUISTI事務局及びJKUATとの間にコミュニケーションの齟齬がみられ、結果、現時点で

はPAUISTIはAUCによる適切な管理が行われているとは言い難く、PAUISTI事務局においても

JKUATの一学部として認識され、運営されているのが実情である。この点については、規約が

あってもPAU全体としてはまだそれに沿った運営ができる状況にはなっていないということと、

AUCでは大学運営がにわかにできないにしても政治的な決定権があるということと、半面、学

生指導やPAUISTI運営などの「実体」は、教育研究の実体があるホスト大学にほぼ頼らざるを得

ず、そのため、規約とは別に実態を握る拠点大学の実情に沿って進んでいく、という現実が厳

然として存在する、ということを認識する必要がある。本プロジェクトの開始前にJKUAT、

PAUISTI及びAUC本部の間で協議を行い、各関係者のプロジェクトへのかかわり方と役割を確認

したうえで、合意文書の締結を進めていくほか、上記のような、規約と実体のかい離があるな

か、状況が今後も変化していくことが想定されるため、事業開始後も、折に触れ、PAU全体の動

きないし、他地域のPAU Institutesの動きを把握しながら、状況に応じた対応をとっていくという、

慎重なアプローチが肝要である。 

 

３－４－３ 支援規模 

現在、本プロジェクトに配賦される予算は、近年の厳しい予算事情があるなかでのアフリカ

向け案件の各種積み上げなどもあり、6億円程度とされている。本プロジェクトは、アフリカ全

土が裨益対象になるものであり、AUCからも、支援のマグニチュードについては、再三再四、

大きいものを期待することが指摘されている。ほかのPAUとの協調、プロジェクトのインパクト

の最大化という点からも、その支援規模については可能な範囲で更らなる配賦が可能であるの

か、検討したいところである。今次調査時AUCからの情報によると、他ドナーのPAUへの支援

規模についてはアフリカ開発銀行が40百万USD（約39億円）、インドが20百万USD（約19.6億円）、

EUが35百万ユーロ（約44.8億円）、スウェーデンが25百万ユーロ（約31.9億円）、ドイツが29百万

ユーロ（約37.1億）となっている。こうした他ドナーの状況も参照して、予算に制約はあるが可

能な限り、PAU支援に求められる適切な支援規模を本プロジェクトにも付与することが望ましい。 
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第４章 プロジェクト実施の妥当性等暫定5項目評価 
 

４－１ 妥当性：高い 

 （1）政策・上位計画との整合性 

AUは、2006年に採択した“Second Decade of Education for Africa （2006-2015）：Plan of Action”

のなかで高等教育を7つの優先分野の1つに掲げ、1）高等教育における研究と創造的な知識産

出の推進、2）アフリカ高等教育のすべての面における質の推進、向上、確保、3）アフリカ

の開発努力への大学の関与増、4）高等教育セクターに対する適切なレベルの投資確保の4つ

を重点課題として明記している。さらにAUは、「アフリカ科学技術強化行動計画」“Africa’s 

Science and Technology Consolidated Plan of Action”（2005年）においてアフリカ地域における

科学技術の開発と実践の具現化を掲げており、重要な行動領域として、1）研究開発用の施設

の拡充と共有の促進、2）科学技術分野の研究者の増加を通じたアフリカ域内の人的技能の強

化、3）アフリカ域内の科学技術イノベーションに関連した経験や教訓の共有促進等を掲げて

いる。さらに同計画では、科学技術イノベーションに係る技能、設備、財政、政策の能力強

化を推進することでアフリカ特有の問題の解決を図ることが協調されており、アフリカ型イ

ノベーションの開発の重要性についても言及されている。また2007年のAU総会で採択された

“Addis Ababa Declaration on Science Technology and Scientific Research for Development”では、

より多くのアフリカの若者が科学技術分野の教育を受けることを奨励すると同時に、アフリ

カの高等教育機関及び科学技術分野の研究機関の再活性化の推奨について言及されている。

加えて、AUCからAfDBに出されているPAUプロジェクトとしての構想では、プロジェクトの

構造のなかに地域レベルでの高等教育の質的向上と労働市場とのリンケージの増大（Result 2）

や研究・イノベーションの向上（Output 5.1）といった要素が組み入れられている。他方、本

プロジェクトの目標は「JKUATのイノベーションの基盤の整備、強化を通じてPAUISTIの能力

強化を図ること」であり、具体的には、1）JKUAT/PAUISTIの研究環境（機材、人材）の整備、

2）アフリカに特徴的な研究の実践及び実践を通じた人材育成、3）アフリカ内外の産学界へ

の研究活動の情報発信の、3つの成果発現を予定していることから、その内容、目的において

上記のAUの高等教育・科学技術に係る政策との整合性は高い。 

 

 （2）ターゲットグループ選定の適切性 

本プロジェクトのターゲットグループは、PAUISTIで教えているJKUATの教員（兼任教員）

とPAUISTI関連学科に在籍するJKUATの若手教員（将来、PAUISTIに従事する可能性を有する

教員。Tutorial Fellowと呼ばれる修士号取得後に大学に籍を置く若手研究員も含む）のうち、

プロジェクトで実施予定の公募制のイノベーション研究活動に従事する者、長期本邦研修を

はじめとする各種研修に参加する教員及び技官である。他方、PAUISTIで教えている外国籍教

員と他大学の教員については、学期終了後には出向元の大学に戻り、PAUISTIのフルタイム教

員とはなり得ないため公募制のイノベーション研究活動の対象とはせず、他のプロジェクト

の活動に適宜、参加してもらう連携教員という位置づけにすることを想定している。このよ

うに直接のターゲットグループをPAUISTIで将来的にフルタイムで働くことが可能な研究員

及び技官中心に焦点を当てることによってJKUAT/PAUISTIにおける継続的な研究指導体制の

確立が図れることから、イノベーションの基盤強化という点でターゲットグループの選定は
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適切といえる。 

 

 （3）地域・社会・ターゲットグループのニーズとの整合性 

PAU構想が、1）アフリカ域内の科学技術分野の研究者不足を解消すること、2）アフリカ域

内の高等教育レベルの向上と大学卒業者の失業率の改善を通してアフリカ域外への頭脳流出

を食い止め、今後の経済・社会開発を担う人材を養成・確保することを目的としていること

からも分かるように、アフリカ社会における高等教育支援のニーズは高く、本プロジェクト

はそれに応えるものである。また、日本政府がLTPとして東部アフリカ地域のPAUISTI支援を

申し出た経緯には、長年の日本とJKUATとの協力関係を鑑みてのという事情がある。さらに

本プロジェクトのターゲットグループであるJKUAT/PAUISTIの研究者においても、イノベー

ション研究を奨励されていながらも機材・施設の不足、知識・技能の不足及び日常の授業に

多くの時間と労力を割かなければならない労働環境などの事情により、自力で研究活動を行

うことが困難な状況にある。本プロジェクトはこうした現状を踏まえて、研究者の研究活動

のニーズに応えるようにデザインされていることから、その整合性は高いといえる。 

 

 （4）アプローチの適切性 

本プロジェクトは、JKUATのイノベーションの基盤強化を通じてPAUISTIへの支援を行うデ

ザインとなっている。これはJKUATが設立時より日本による継続的な支援が行われた結果、

マネジメント体制、人員、予算、施設、機材、教育・研究指導体制が一定の安定的なレベル

に達しているのに対して、PAUISTIは2012年11月に新規に設立された組織で施設、機材、教職

員などはそのほとんどをホスト機関であるJKUATに依存している状況であり、独立した教育

機関として機能しているとは言い難い状況を考慮したものである。バーチャルな機関として

のPAUの構成体として、まだ端についたばかりであるPAUISTIを実際に機能させているホスト

機関としてのJKUATの強化を図ることは、PAUの状況変化がまだ不透明ななかで、いかなる状

況となっても協力がある程度実態の残るものとなり、かつ、実際にはPAUISTIに学生が既に入

学しており、そうしたことへのスピード感ある協力を必要とするなかで、現実性のあるアプ

ローチである。 

なお、PAUに関する最高機関はPAU Councilと規定され、また、各ホスト機関は、そのDirector

が陣頭指揮を執るとされている。また、AUCはPAUを管理監督する、とも規定されている。

他方、PAU Rectorに任命されるというDirector は依然暫定人員であり、任命にあたってもホス

ト機関と協議することとなっている。規約はありつつ、それが各ホスト大学に浸透していな

い状況でもある。二国間文書、三国間文書の進捗・内容もホスト機関に伝達されていない。

アフリカ連合（Africa Union：AU）本部、PAUISTI事務局及びJKUATとの間にコミュニケーシ

ョンの齟齬がみられ、結果、現時点ではPAUISTIはAUCによる適切な管理が行われているとは

言い難く、現時点ではPAUISTI事務局においてすらもJKUATの一学部として認識され、運営さ

れているのが実情である。こうした現状も踏まえ、本プロジェクトではPAUISTIへの直接支援

てはなく、実質上、PAUISTIがよりどころとしているJKUATへの支援を通じた間接支援という

形態を取る予定である。これはPAUISTIの教育機関としての未成熟さとAUCの管理体制に関す

る不安定要素に配慮した慎重なアプローチであり、PAUISTIを支える拠点大学であるJKUAT

の「足腰」を強化することで、PAU構想に実体のある貢献をなし、計画どおりにプロジェクト
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の成果を発現させ、目標を達成し、また持続性を確保するという観点からみても適切なアプ

ローチといえる。 

 

 （5）日本の援助政策との整合性 

2013年6月に開催された第5回アフリカ開発会議“TICAD V”（2013）「横浜宣言」では、知

的インフラ、イノベーションへの取り組みが明記されており、さらに「横浜行動計画」では

PAUへの取り組みについて明示されている。これらを受けた日本の支援策においてもPAUへの

支援が明確に打ち出されている。さらに日本の対アフリカ援助政策の進展の経緯と重点を考

慮すると、東部アフリカ地域の科学技術イノベーションの基盤強化を通じてアフリカの産業

人材の育成を図ろうとする本プロジェクトと日本の対アフリカ援助方針との整合性は高いと

いえる。 

 

 （6）日本の知見・技術の優位性 

ケニアにおいては、本プロジェクトの実施機関であるJKUATに対して日本が1978～2000年

まで継続的な支援を行ってきた経緯があり、過去の教訓やノウハウを本プロジェクトにも十

分に活用することができる。また研究を中心にした日本の工学系高等教育は世界でもトップ

レベルの水準を誇り、研究論文数で世界2位、引用論文数で同4位、更には米国における特許

引用率で日本が1位になるなど多くの実績を有している。このことから日本が高等教育分野に

おける比較優位性を保持していることは明確であり、本プロジェクトを実施するのに十分な

能力と経験を有している。 

 

 （7）他ドナーとの重複・補完関係 

PAU構想では、本プロジェクトが対象とする東部アフリカ地域のPAUISTIのほかに、インド

がLTPを務める西部アフリカ地域、スウェーデンがLTPとなる中央アフリカ地域、ドイツがLTP

の北部アフリカ地域、そしてLTPが未定であるが南部アフリカ地域においてPAUプログラムが

実施される予定となっている。このようにPAUは各LTPの支援の下、独立した高等教育機関と

してプログラムを運営していくこととなっている。これらの各機関とは互いに情報共有を行

うなどの協力関係が構築されることが期待できる。 

 

４－２ 有効性：比較的高い 

プロジェクトの目標は、JKUATのイノベーションの基盤の構築・強化を通じてPAUISTIへの必要

支援を行うことである。これを達成するために3つの成果の効果発現を図っていく予定である。具

体的には成果1では研究機材の整備と若手研究人材の本邦留学による研究能力向上などによる研

究環境整備を促進し、成果2において研究実践を通じてアフリカに特徴のあるイノベーションがで

きる力をつけることをめざし、そして成果3では研究領域や技術シーズに関する情報発信を通じた

学術機関・産業界との連携を促進していくことが計画されている。本プロジェクトでは世界的高

水準を誇る日本の農工学系の大学の研究知見を活用した質の高い技術支援の投入（日本人専門家

の投入）、さらに学内イノベーションにとどまらず産業ニーズとのマッチングを視野に入れたプロ

ジェクトデザインとなっており、その有効性は高いと想定される。 

ただし、本プロジェクトの実施に際しては、JKUATのプロジェクト関連機材とスペースの整備
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を十分に行うことが必須条件となる。現在、本プロジェクトで活用する予定の機材はすべてJKUAT

の保持する機材に依存せざるを得ない状況であるが、JKUAT内には破損機材や使用可能であるも

のの旧式のためスペアパーツが手に入らなかったり、新しい研究への活用が難しい機材が多いと

いった問題が見受けられる。また使用不可能となった機材もそのまま敷地内に放置されているた

め、新規に購入する機材の設置場所にも苦慮している。プロジェクト活動の円滑な実施のために

は、厳しい予算制約のなかで、基礎機材及び汎用性のある応用研究用機材について優先付けを行

ったうえで補充することが不可欠であり、本プロジェクトにおいても必要機材とスペースが十分

に整備されることが必要である。 

 

４－３ 効率性：高い 

 （1）既存の機材・人材・ネットワークの活用 

JKUATは過去20年以上にわたって日本から施設、設備、機材の整備・改善支援及び長期本

邦研修、第三国研修等の人材育成支援を継続的に受けてきた結果、研究施設・機材の質量、

研究者の博士号取得数が他の農工系の大学と比べてはるかに充実している。加えて第三国研

修の実施を契機として学術交流協定を通じた人材育成、アフリカの他大学への技術協力など

を実施してきており、アフリカ域内の研究ネットワークも既に構築されている。こうした実

情を考慮して、本プロジェクトでは現在、JKUATが保有している機材、人材、ネットワーク

の最大活用を念頭に置いており、機材や教職員の新規導入にかかるコストを最低限度に抑え

ることが期待されている。またゼロベースからの支援体制の構築を行う必要がなく、JKUAT

の現在の研究体制の見直しを行ったうえで、改善点を抽出し、それに対して的を絞った集中

的支援を行うことで時間、労力、費用等を必要最低限に抑えたうえでの成果発現が見込まれ

ていることから、プロジェクトの効率性は高いといえる。 

 

 （2）豊富な研究知見を有する日本人専門家の投入 

現在、JKUATでは一定の基礎研究の実施基盤は整っているものの、自助努力によるイノベ

ーションの停滞といった課題に直面している。他方、PAUISTIにおいては2012年11月からプロ

グラムが開始したばかりの新設機関であり、研究戦略、機材、人材が十分に整備されておら

ず自力によるイノベーションの推進は困難な状況である。こうしたなかで本プロジェクトで

は成果2において、農工学分野の日本人長・短期専門家を投入し、JKUAT/PAUISTIの教員を対

象とした公募研究の実施を通じた実践的な研究指導を計画している。日本の農工学系の高等

教育は研究の実践性という点で世界屈指のレベルにあり、本プロジェクトにおいても、日本

人専門家を投入し、日本の高質の研究知見を活用したイノベーション研究の実施及び実践的

指導を通じて、JKUAT/PAUISTIのイノベーションに係る研究レベルを最短時間で向上させる

ようデザインされている。 

 

 （3）日本型研究の受容度の高さ 

20年以上にわたる日本からの継続的な技術支援の結果、JKUATには日本に留学した教職員

が数多く存在し、また日本型の研究スタイル（研究室を中心とする少人数の講座授業や研究

プロジェクトをベースとした実践的教育方法等）に関する理解度が高く、プロジェクトのア

プローチが受け入れやすい環境にあるといえる。またプロモーションによって学外に転出し



 

－64－ 

た者も多いが、転出後各機関での中核人材に成長している者もおり、ほかの学術機関などと

の協力関係が構築しやすい環境にあることから、プロジェクトの効率的な実施が期待できる。 

上記（1）～（3）より効率性は高いと判断されるが、以下2点について留意する必要がある。

まず1点目にPAUISTIの意思決定ラインにつき、PAU規約と実態のかい離があることに留意す

る必要がある。また2点目は日本人専門家の確保の問題である。本プロジェクトでは技術指導

を担当する日本人長期専門家を2名投入する予定であるが、農業工業分野を広くカバーするに

は更に多くの短期専門家を投入する必要がある。この点につき、大学の研究者レベルの専門

家の確保は容易なことではない。 

 

４－４ インパクト：（発現の可能性が）高い 

 （1）上位目標達成の可能性 

PAUISTIは現在、アフリカ域内から56名の生徒を受け入れており、さらに今後、年間約100

名の生徒を受け入れていく予定である。また学生比率もケニア国籍の学生の割合を20％まで

下げていく方針を掲げており、今後、他のアフリカ諸国からの留学生の比率が高くなってい

くことが想定される。本プロジェクトではJKUATへの支援を通じてPAUISTIの教員、生徒のイ

ノベーションに係る能力強化を図る予定であり、さらに今後、年間100名規模の学生がケニア

をはじめアフリカ域内の産業人材として活躍できるようプロジェクトの研究活動、技術シー

ズ等をアフリカ域内の企業、学術機関等に広く情報発信していく方針である。そのためにも

JKUATを通じてPAUISTIのマネジメント体制の強化が図られ、年間100名規模の学生に対して

質の高い研究教育を提供していくことが必要となり、上位目標の発現には長期的な視野が必

要ではあるが、これが実現されれば本プロジェクトの上位目標である「アフリカにおける科

学、技術、イノベーション分野の産業人材の育成」の達成に向けて大きく寄与することがで

きる。 

 

 （2）アフリカ型イノベーションのモデル形成 

現在JKUATでは、イノベーション分野としてバイオテクノロジーや土木工学等の農工学関

連の研究活動が行われているが、基本的には授業実習の実施であり、イノベーションを起こ

すための研究活動が活発に行われているとはいえない状況である。加えてイノベーションと

いう概念も整理されておらず、アフリカ型イノベーションと呼ばれるものの実態は存在して

いない。本プロジェクトでは、先述のとおり成果2において日本人専門家の指導の下、イノベ

ーション研究を公募し実践していく予定である。この際にイノベーション研究の選定委員会

の設立、選定基準の設定、更には採択された研究の進捗管理、成果発表の推進等の活動が予

定されているが、こうした一連の活動を通して、JKUAT/PAUISTIにおけるイノベーションの

定義の確立、研究成果のアフリカ内外への情報発信を行い、さらに可能であれば研究に関心

を示す学術機関や企業との共同研究へと活動を展開していきアフリカ型イノベーションのモ

デル構築を図っていく方針である。こうした地域密着型のイノベーションモデルの開発は、

アフリカ国内外でイノベーション活動を計画・実施している他の学術機関や企業等にとって

も先行事例として有益な情報となり、他の地域のイノベーション振興の促進という点でも大

きなインパクトを与え得る。また同時に、こうしたアフリカ型イノベーションの開発・推進

をPAUISTIの研究として特徴づけていくことで、他の学術機関との差別化が図られ、PAUISTI
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の存在意義の増大効果が期待できる。 

 

４－５ 自立発展性：中程度 

 （1）政策・制度面 

前述したとおり、AUは“Second Decade of Education for Africa （2006-2015）：Plan of Action”、

「アフリカ科学技術強化行動計画“Africa’s Science and Technology Consolidated Plan of Action”

（2005年）」及び“Addis Ababa Declaration on Science Technology and Scientific Research for 

Development”に基づき、アフリカ域内における科学技術イノベーションの振興事業を推進す

る方針に変更はなく、これに沿ってアフリカ5地域におけるPAU構想も引き続き進展していく

ことが予想される。さらに経済のグローバル化と知識型社会における科学技術イノベーショ

ン分野の支援に対する高いニーズやアフリカ域内からの頭脳流出防止の必要性等を考慮する

と、下記（2）における不安定な状況が解消されるならば、PAU構想が持続する可能性は高い

と考えられる。 

 

 （2）組織・財政面 

JKUATについては政府からの予算配賦が継続的に行われており、加えて全体予算に占める

自己資金比率が60％以上にまで達しており、この比率は年々増加傾向にある。したがって、

ホスト機関としての組織・財政面は一定の安定感がある。PAUISTIについては既にAUから20

百万Ksh.、ケニア政府から50百万Ksh.が配賦されており、AUからの配賦予算は主に生徒給費

や教員給与に充てられ、ケニア政府からの配賦予算は、機材などの購入費や学校運営費に使

用されている。またケニア政府からの次年度の配賦予算は、50百万Ksh.から130百万Ksh.へと

倍増することとなっており、今後も予算の増加は続くことが予測されることから、財政面で

の持続性はある程度確保されているといえる。加えてAUCは、2012年3月に世界銀行が実施し

た調査に基づき、PAU実施機関の財政管理リスク及び調達管理リスクに関する調査を行ったが、

本プロジェクトが対象とするJKUAT/PAUISTIのリスクについては中程度との調査結果が出て

おり、この点を考慮しても組織・財政面における自立発展性については中程度と評価できる。 

他方で、PAUのRectorは空席であり、各種ガバニングのシステムもまだ正常に機能を始めて

いない。ホスト機関のDirectorも暫定であり、PAUの運営については既述のように、AUとホス

ト機関で認識の齟齬が生じており、また情報がしっかり共有されていないなどの実情もある

ことから、ホスト機関の組織面はさておき、PAUの組織面については、今後も留意する必要が

ある。 

 

 （3）技術面 

本プロジェクトでは長期本邦研修、技官を対象とした機材メンテナンス管理に係る研修及

び公募制のイノベーション研究の実施を通じたOJTの実施を活動として予定しているが、これ

らの研修にはできるだけ多くの若手研究者や学生を巻き込んで、今後に向けた体制につなが

る視点を最大限確保していく方針である。これが達成されれば技術レベルの高い人材が一定

数、学内にとどまることが想定され、プロジェクト終了後も学内の技術レベルは維持され、

さらに研修を受けた研究員が更なる人材拡充を図ることも可能と考えられる。 

上記（1）～（3）より、本プロジェクトの自立発展性はある程度確保されていると判断で
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きるが、以下2点につき留意が必要である。1点目はPAUISTIの自己資金の問題である。現在

PAUISTIは、毎年100名規模の学生の受入れを進行中であるが、今後の生徒増加とそれに伴う

教員雇用、施設拡充及び機材購入の必要性を考慮すると、PAUISTIにおいても将来的に研究活

動を継続的に実施するための財源を確保することが必要であり、プロジェクトの自立発展性

のためにもこの点につきどういった予算を充てられるのかが重要となる。2点目は機材の更新

などに関してである。AUもケニア政府も、依然としてこの点はLTPへの期待が大きいのが現

状であり、PAUISTIに配賦されている予算からどのようにこれらが手配されるのかも留意が必

要である。そして何より、PAUの運営組織の実態の整備状況の推移を注視する必要がある。 
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第５章 団員による調査結果・所感 
 

５－１ 団長調査結果・所感 

JICA人間開発部次長兼高等教育・社会保障グループ長 

熊谷 晃子 

 

今次協力準備調査ではAU本部から、Human Resources, Science and Technology局長が参加し、

PAUISTI支援に関し、JKUAT、JICAとの意見交換を行ったが、同局長からさまざまな観点、関心が

提示された。これら見解がAUすべてを代表するものかどうかということはあるも、同局長の見解

は重要な観点であると考えられるところ、以下に記述する。 

（1）JKUATへの協力はJICAがJKUATと二者でやるものであり、このままこれをPAU支援と認識

することはAUとしてはできない。 

（*日本政府とAUが結んだ覚書（MOU）では、PAUに関して日本は、「JKUATを通じた技術支援を行う」、

ということで既に合意されていることは調査団側から説明したが主張は変わらず） 

 

（2）本プロジェクトに対しては、AUはオブザーバー（Witness）ではなく、オーナーとして参加

し、三者プロジェクトとしたうえでPAUISTIの持続的な運営を図っていく必要がある。 

 

（3）PAUのCOEたるためには、ハイレベルな研究、ハイレベルなラボ、ハイレベルな機材が必要。

今次のJICAの協力内容のマグニチュードは、まったくPAU支援といえるものではない。支

援のマグニチュードを理解すべき。こうした点を踏まえた適切な支援がLTPからホスト大学

（Host Institute：HI）に対して行われるのかどうかをAUとしては危惧している。 

 

（4）PAUは物理的には（建物や敷地など）独立はしていないが、HIにPAUとしての事務局を置く

ことで独立したマネジメント体制を保っている。HIのVice ChancellorとPAUISTIのDirector

はPAU Senateという立場で独立したPAUISTIの運営に関わり、常にAUの承認を取り付ける

ことが義務づけられている。 

 

（5）AUは施設を作る用意があり、JKUATには、敷地を提供してほしい、としている。（機材も

一部既に購入され搬入もされている。ただし現在PAU所有の施設はなく、JKUATの校舎の中

の関係学科に搬入されている）。 

（*現PAU規約では、HIのVice Chancellorは、PAU Senateには入っていないのでは、との調査団からの指摘

に対し、この点は2014年1月にアメンド予定、とのことであった） 

 

（6）PAUISTIは決してJKUATの一部ではない。 

（*ただしPAUISTIレポーティングラインは、現PAU規約に定められるラインのほか、HIのVice Chancellor

（VC）へのレポーティングラインがあり、実体上二重となっているのが現状。JKUATとしては、PAUISTI

が全くJKUATと独立している、という認識ではない。PAUの人事や組織が暫定や空位であり、規約と実体

にかい離がある） 

 

つまり、以下3点につき、今次調査を踏まえ、今後の詳細計画策定調査及び各種確認のための調
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査にあたって、十分確認・検討する必要がある。 

（1）技術協力のサイナーをどうするか 

サイナーだけではなく、要請の出所と、どこがプロジェクトの主体となるか、に関連。二

国間MOUを基礎として、「JKUATを通じての技術協力」、という形でバイラテラルとしてのR/D

をJKUATないしケニア政府とJICAの間で交わすことが望ましいと考えるものの、そこにAUを

どう位置づけるか（AUをメインサイナー、プロジェクトのオーナーとして協力する場合、そ

のままでは「ケニアからの要請」では扱えない。ただし、「ケニアからの要請」でない場合、

プロジェクトにかかわる実体が実質はないことになる、など） 

最終的に、M/M時点では、AUはWitnessで可、また、さまざまにM/Mへの書入れを主張して

いた、PAUに関するAUの権限的なもの（ただしここには、HI側からの異なる見解あり）も削

除する、となった。また、要請の見解についてAU局長に尋ねたところ、口頭にて、「要請をケ

ニア政府から日本が受けバイラテラルでやることは可。ただし、ケニア政府は要請を出す前

に、AUと協議すべき」、とのこととなった。（JKUATには調査団からその旨伝達済み）今後、

実際、要請やR/Dに関してどのようにすべきか要所要所で確認しつつ進める必要がある。 

（*なお、上記経緯から、今次R/D案は添付を見合わせた） 

できれば、R/D署名前に、日本政府、AUC、ケニア政府との三者のMOUが結ばれ、そこに

おいても、「JKUATを通じての技術協力」を記載し、それら二者、三者のMOUをR/Dにリファ

ーする形で記載し、AUCにはWitnessにて署名をしてもらう形にて、JICAによるJUKATを通じ

た協力が、PAU支援である、ということが明確にAUC含む関係者に認識されることが望まし

い。 

 

（2）プロジェクトで供与するものの所有権の考え方 

規約はAUによって作られていくものの、不明瞭な「大学の実態」、が数年後どのようになっ

ているのかなどを勘案する必要もある。 

 

（3）支援規模 

できることには限りがあるが、規模の小ささへの失望は明らか。なお、LTPは日本政府を指

すものであって、JICAはその一部であるので、二国間MOUの記載はそれとして、他の方策も

併せて考えられるのか否か、というところはあるが、いずれにしても支援先の考え方の整理

は同様に必要 

 

今次調査に参団したAUの局長からは、「本プロジェクトは、ケニアへの支援ではない、全アフリ

カへのインパクトが必要」「ニーズに応じた支援を」、ということが繰り返し述べられた。調査団

からは、「JKUAT単体に対して支援をするつもりではなく、HIであるJKUATを強化し、よきPAUISTI

をめざす」、ということを強調したが、つまりは、AUは一貫してしっかりした汎アフリカとしての

COEたる研究基盤を担保できるインフラの整備が必要である、特に初期段階には、そこにどれだ

けの支援が得られるのか、ということに関心をもっている。またPAUISTIが大学院大学であるから

には、研究基盤は必須であることを考えると、限られた予算でどう工夫ができるか、十分検討す

る必要がある。この関心はJKUAT、ケニア教育省も同様である。AU局長によると、AfDBが40百万

USD、インドが20百万USD、EUが35百万ユーロ、スウェーデンが25百万ユーロを支援に充てると
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のこと。（年間か全期間かなどは不明）要は、これくらいのマグニチュードを期待している、とい

うことである。 

AU局長は当初、「JICAがJKUATと協議し、一方的に作成したM/M案を受け入れることはできな

い」、とやや頑なであったが、次第に調査団の考え方も受入れ、「日本としてのJKUATへの特別の

配慮も理解できる」、「各LTPのやりやすさ、ビジビリティーへの関心などの諸事情もあろう」、な

どの発言や、プロジェクト名称部分で既述のとおりの配慮も示すなど、対話により次第に歩み寄

るところがみえた。また、プロジェクト内容についても、かなりの理解を示した。 

JICAとしてはJKUATがHIになり、日本がLTPになるという方針がほぼ決まって以降、本プロジェ

クト関連の調査としては、JKUATへの調査が2回、AUへの訪問が2回なされているが、具体的支援

内容に踏み込んでAUと協議を行ったのは、今回が初めてである。今後、さらにAUとも対話を重ね、

プロジェクトの実施体制や内容につき、より一層の理解を互いに深めていくようにしたい。 

また、ドイツは去る6月27日に三者MOU（AU、LTP＝ドイツ、ホスト国＝アルジェリア）を締結

したとのこと。三者MOUの締結は各LTPのなかでも初めてである。AUは各国とさまざまな交渉を

行っているので、それらの状況も随時把握する必要がある。 

また、AUがPAUのオーナーシップやPAUの独立性を主張するよりどころはPAU規約であるが、

これに関しては、JKUAT Vice Chancellorからは、「しばしばHIからのコメントが無視され、知らな

いところで勝手に変えられている」、「各HIをアジスアベバに同時に集めて認識を共有する機会を

持つなどすべきでは」、という発言がAU局長に対しなされていた。反対に言えば、こうした機会も

なく実際のPAUの大学としての実態が始まってしまっている、ということである。したがって、今

後もさまざま不透明で不明確な部分があり続けるものと考えられるため、十分な注視のうえで、

プロジェクトを進めていく必要がある。 

若干微妙な内容であるが、JKUATは今次のPAUISTIに関して、AICAD化、を大変警戒している。

自分の敷地を提供した結果、自分たちのマネジメントの及ばない国際機関が自分たちの敷地に陣

取っている、という事態は絶対に避けたい、との考えである。これに関しては、AUも、「そういう

ことにはしない」と言っていたが、同時に、AUは施設を作る用意があり、JKUATには「敷地を提

供してほしい」との話が出ており、AUが建設した場合には施設はAUの所有となる。「AICADのよ

うにその建物についてJKUATの利用を妨げるようなことはしない」、とのことではあったが、この

あたりも、将来的に不透明な要素をはらんでいる部分ではある。 
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５－２ 高等教育協力団員調査結果・所感 

JICA国際協力専門員（高等教育） 

角田 学 

JKUAT/PAUISTI現地調査に関する所感（特記事項） 

（1）協力のアプローチ（JKUATを通したPAU支援） 

これまで関係者間で協議されてきたように、協力のアプローチとして、「JKUATを通したPAU

支援」を行うことが極めて重要であることを本協力準備調査から再認識した。今回のAUC代

表者からの種々の発言に沿いPAUからの要望にそのまま応え、PAUISTIに対し事実上の直接支

援・全面バックアップを行った場合、日本の協力はPAUから立場上抜け出せなくなることを大

変危惧する。極値の例を挙げると、現在の状態のままでは、5年・10年後にPAU自体の運営の

行方が依然不透明であることが十分予想される。PAUISTIに直接支援をした場合、日本は、LTP

宣言国の1つであることから、この状態を看過することは難しい状況に陥る可能性がある。進

捗状況（たとえば、今から7年後）をみて、日本のLTPとしての役割宣言を終了する戦略・覚

悟のもと、本協力を開始することが望ましい。なお、日本政府がLTP宣言を行ったこと（MOU

署名、TICAD Vでの表明）は重大なことであり、1サイクル（少なくとも本技術協力プロジェ

クト期間）は、LTPの担当をせざるを得ないのではないかと思われる。 

JICAは協力期間を定め、その期間で実現可能な目標を設定しLTPの一部を実施するという認

識である。累次説明してきたとおり、AUが期待するLTPの役割すべてを日本政府の代わりに

JICAが行うものではないことを改めて強調したい。この点は時が経つほど、しばしば誤解さ

れる可能性があるため、あえて記載しておくこととしたい。 

今次調査で協議されたように、本プロジェクト開始時期に、「JKUATを通したPAU支援」と

明確に表現するのが肝要である。そのもとで、期限を定めた協力・協働活動を実施するので

あれば、たとえPAUの行く末が不透明であっても（あるいは予想以上にPAUが成長しても）、

PAUISTIのホスト大学であるJKUATには協力の成果は蓄積されており、実質的な効果は十分に

発現し、その後も成果・ノウハウが生かされることは可能となる。地域特性を生かしたイノ

ベーションの実証をアフリカ内外に示すことにより、日本のプレゼンスも十分に評価されよ

う。 

 

（2）協力内容と規模 

今次調査で案として提示された日本側の投入は、少なくとも今から5年後のTICAD VIで成果

を十分説明できる活動となる最小限の規模と考える。提示された協力内容に沿い、日本の人

的・知的総力、現場の経験知を発揮すれば、投入規模以上の成果を十分に出すことは可能で

ある。ただし、これはJKUATの施設・機材は使用できるという前提である。今回の調査でJKUAT

現有機材は極めて老朽化しており、早急に更新する必要性が改めて確認された。これら最低

限の機材更新なくして協力を行うことは、燃料少ない中古車で長距離ラフロードを走るよう

なものである。ゴールに到着しない可能性もある。予算事情が厳しいことは十分理解しつつ

も、本プロジェクトにおいては、機材更新に必要な最低限の資金配慮（想定では、3～5億円）

が必要である。この資金の投入が可能かどうかで、期待される成果やその後の持続性・発展

性は大きく異なるものになる。図－1は、最低限の機材が更新された場合のプロジェクト終了

後のイメージである。機材更新をしつつ、プロジェクトが実施された場合、図の➊が達成さ
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れ、その後の持続性・発展性は高いものが期待される。予算配賦関係各部の英断を切に期待

するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ プロジェクトの範囲とその後の持続性・発展性の期待 

 

（3）AUC代表からの極めて留意すべき発言（2件） 

① PAUISTIのダイレクターはケニア国以外の人を任命したい。 

② PAUISTIの施設をJKUATキャンパス内にAUの資金で建設することが可能。 

上記は、本調査時のAU代表による多くの発言のなかで極めて留意すべき発言2項目である。

この発言が現実となると、JKUATキャンパス内にオーナシップの異なる施設が設置され、

JKUATと無関係な管理者のもとに、もう1つの大学（PAUISTI）運営が行われることになる。

この状況は、JKUAT側も、過去の種々の経験（AICAD運営とJKUATとのかかわり）から、最

も避けたいシナリオであるとして強い警戒感をもってAUC代表にも留意を申し入れていると

ころである。この場合、JKUATがホスト大学を退く可能性も発生し、仮にそうなった場合は

事態は深刻となるであろう。これは、他のPAU機関でも同様な状況が予想されるため、関係諸

機関（AU、PAU、ホスト国、ホスト大学、LTP等）が参集し、十分な協議と善処が望まれる。

なお、上記の発言2件が個人の見解かAUCとしての公式な見解か見定める必要がある。 

以上 
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５－３ 工学系教育団員調査結果・所感 

京都大学大学院工学研究科 

木村 亮 教授 

筆者は今回の調査には工学の専門家として参加したので、その所管を箇条書きで述べる。 

 

（1）ケニアのJKUATは学生数を見てもわかるように確実に発展している。非常勤講師などに依

存しながらも、教育は実施できていると判断できる。ただし、工学系に関しては研究面では

不十分で、研究ができる大学とは言い難い。 

 

（2）土木分野に限って言えば、旧式な機材をだましだまし技官が学生教育実験用に使用してい

る状態である。学生数が増えた分だけ、同じ機材でも基本的な機材は複数入れることが望ま

しい。 

 

（3）研究面の機材に関して、教員が研究目的で（教員側が主体的に）導入しているとは言い難

い。不適切な機材が購入されたり、必要な機材が購入されないことのないように、今一度の

確認が必要である。 

 

（4）新しい機材を購入しても、機材の設置が正しく行われなければ、その機材は正しく使われ

ることはなくほこりをかぶった状態となる。機材設置チームと機材利用法の伝授チームが派

遣されないと、購入した機材を使った教育・研究は正しく行えない。それなりのお金を積む

必要がある。 

 

（5）JKUAT発のイノベーションを工学分野で初期段階に起こすためには、ある程度完成に近い

研究を導入し、JKUAT教員との短期間の共同研究を通して、世に問う必要がある。土木分野

でいえば 

① 簡便な材料を使った簡便なインフラ整備法の提案（道路や橋や水路の整備） 

② 道路路面状態の簡易計測結果を用いた交通量に応じた最適補修順位の決定法 

③ 道の駅をプラットフォームにした日本要素技術集結による農工技術の進展と日本型公

共施設利用精神の伝授 

などが、筆者の知識としては挙げられる。日本側からの積極的な産業の導入も重要事項であ

る。 

 

（6）プロジェクトの資金が少なくても、4名の長期専門家（プロジェクトリーダー、調整員、工

学系アドバイザー、農学系アドバイザー）の適任者の選出と専門家のやる気によって、本プ

ロジェクトの成果は大きく異なる。精鋭を結集してもらいたい。 

 

（7）調査中に日本のイノベーション紹介に関する特別セミナー（第1回イノベーションセミナー）

を行った。参加者は農学系・工学系・理学系・PAUISTIの学生（主に院生）及び教員であり、

大変効果的であった。本セミナーの継続を期待する。お金をかけずともアフリカ流のイノベ

ーションの種をまくことはでき、大きくして刈り取ることは可能である。 
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（8）今回のJKUATプロジェクトは、その存在を広くケニア国内や日本に知らしめ、プロジェク

トを通した日本・ケニア国側双方の関連団体（教育機関、NGO、産業界）のネットワークを

構築すべきである。特に日本側の力を結集し、JKUATをイノベーションを起こすゲイトウェ

イとするべきである。 
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５－４ 農学系教育団員調査結果・所感 

岡山大学農学部環境生命科学研究科 

久保 康隆 教授 

 

私は今回の協力準備調査には農学・バイオテクノロジーの専門家として参加したので、その概

要を述べる。 

 

 （1）JKUAT/PAUISTIのバイオテクノロジー・分子生物学分野に関わる分野の現状 

関連するJKUATの部門は農学部、理学部、健康科学部、研究・生産・普及センター（RPE）

である。これらのうちJKUAT農学部の食品学科及び園芸学科はJICAジョモ・ケニヤッタ農工

大学設立支援プロジェクトの中心対象であったことから、スタッフ、機材、テクニシャンと

もに他の学部及び関連他大学と比較して、優位性を保っている。所有する一部の分析機器に

は故障や老朽化による機能低下も散見されるが、全体としてはよくメンテナンスされ、利用

されていると評価できる。これを基盤として卒論、修論、博士論文研究が実施され、研究活

動が行われている。食品学科では各年度に約10名、園芸学科では約5名の修士課程学生及び数

名の博士課程学生が在籍している。昨年の関連学科からの科学論文出版数は72とされるがそ

の大部分を農学部が占めている。このように、園芸学科及び食品学科の教員の研究活動は相

対的には活発であり、これを基盤として学内外から自前の研究費獲得に至っている教員も一

定数存在している。研究費の規模は大きいものでは数年間で2,000万円を超えるものもごく一

部あるが、100万円前後のものが主流である。これらの研究状況及び研究費の獲得は農学部教

員の努力と能力、前回プロジェクトの持続的成果を示すものであるが、研究費自体は十分で

はなく、学部力を高める戦略的な研究費の奨励は必要不可欠である。 

JKUATの研究・製造・学外活動部門（RPE）は前回のJICAプロジェクトにおける日本長期

研修（香川大学）において組織培養技術を習得したKahangi氏（現研究担当副学長代理（事実

上の副学長）、DVC）がこの技術を応用してバナナのウイルスフリー苗を作成、増殖、配布を

行ったことに由来する。このバナナウイルスフリーは生育が優れ、収量増につながることが

多くの農民に知られており、JKUATの評価を高める一助となっている。苗の普及・販売は農

民技術研修とセットで行われており、比較的高額にもかかわらず持続的に好評を博している。

この技術開発・改良に関連してKahangi氏は大型研究費の獲得実績があり、RPEでは最近、イ

ノベーション研究資金制度を創設している。 

一方、理学部では教員数は多いものの、前回のJICAプロジェクトの主たる対象ではなかっ

たこと、その来歴が教育学部に由来していることから、生物系の研究活動は必ずしも活発と

は言い難い（ウェブページからの情報では、昨年度論文は1編）。健康科学部は新設された学

部であるが、その研究活動については、現時点では把握できていない。 

PAUISTIの学生は初年度の講義が終わり、2年目には研究及びゼミ活動が予定されている。

初年度のすべての講義はアフリカ各地から雇用された非常勤講師（JKUATを含む）によって

行われていた。バイオテクノロジー系の研究指導には、常勤の教員及び研究施設が必須であ

る。したがって、新学期からは専任常勤教員を配置し、施設を早急に充実させるか、JKUAT

教員が主指導教員として運営するほかに正常な研究指導を行うことは難しいと推察される。

ただし、JKUAT農学部教員からの聞き取りによるとPAUISTIは別組織として運営されていると
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の認識であるので、積極的に学生の研究指導を行おうとする動機は乏しい。PAUISTIの運営は

ケニア側の問題ではあるが、通常の大学以上の教育・研究施設を標榜するのであれば、運営

体制の早急かつ大幅な改善が必要である。 

 

 （2）新JICAプロジェクトについて 

今回の新プロジェクトの主要目標は、アフリカ型イノベーション研究推進を通して

JKUAT/PAUISTIの研究・教育体制を強化・支援することと考えられる。アフリカ型イノベー

ションのモデルの1つはKahangi氏のバナナウイルスフリー苗であろう。すなわち、イノベーシ

ョン研究とは、基礎研究に基づいた新技術開発と応用によって、現在のアフリカ社会、産業

に直接的なインパクトを与える実用技術に展開する研究である。実用利用につながる技術開

発は、単なる思いつきや工夫によってなされるものではなく、これまでの基礎研究や経験・

調査による「シーズ」を核として、確かな見通しと方針の基に推進しなければ実現は難しい。

今回のプロジェクトは、5年間で一定の成果を出す必要があるので、ケニア・日本国側双方の

イノベーションに向けた「シーズ」を早急に調査し、それらを活用する必要がある。今回の

調査でこの「シーズ」候補がいくつか得られたので以下に紹介する。 

 

1．耐病性接ぎ木苗の開発（Kahangi氏らJKUAT教員、岡山大学名教授桝田先生、タキイ種苗） 

アフリカ地域でのトマト、トウガラシ、スイカなどの生産は主として自根苗によって行わ

れているが、病気の発生も多い。そこで、アフリカの環境に適した耐病性台木を選抜し、接

ぎ木技術とセットにして増殖・普及を図る。 

 

2．アフリカ在来種の選抜、突然変異育種（Dr. Abukutsa（JKUAT園芸学科）、Dr. Ojiewo、Dr. Owino

（JKUAT食品学科）、岡山大学資源植物学研究所坂本先生、岡山大学名教授桝田先生） 

アフリカには、十分には利用されていない多様な在来野菜や果樹が存在しており、これら

の改良及び栽培技術確立は園芸生産の大幅な改善につながる。Dr. Abukutsa（JKUAT園芸学科）

はアフリカ在来野菜の収集・選抜を、 Dr. Owino（JKUAT食品学科）と岡山大学資源植物学

研究所坂本先生は子実、茎ともに利用できるSweet Sorgumの系統選抜を進めている。桝田先

生はDr. Ojiewoと共同して、イオンビーム照射突然変異体の中から大幅な収量増が期待でき

るAfrican Nightshade系統選抜に成功している。 

 

3．アフリカの環境に適合したイネ育種と栽培技術の確立（Dr. Murage（JKUAT園芸学科）、岡

山大学資源植物学研究所前川先生） 

アフリカ地域では、経済成長に伴ってコメへの需要が大幅に高まっているが、育種事業は

始まったばかりである。アフリカ人の好む品質（香りがあるインディカ米）をもち、地域環

境に適合した高収量、耐病性の優れた系統の育種が必要である。Dr. Murage（JKUAT園芸学

科）と岡山大学資源植物学研究所前川先生は共同して、低肥料要求系統の選抜育種を進めて

いる。 

 

4．野菜の超節水・省力ヒモ栽培技術〔Dr. Onbasawara（JKUAT園芸学科）と岡山大学名教授桝

田先生、ヤンマー（株）〕 



 

－76－ 

桝田先生は防根「ヒモ」を利用した野菜の超節水・省力ヒモ栽培技術を開発し、Dr. 

OnbasawaraはJKUATにおいてその利用研究を進めている。また、その技術は桝田先生とヤン

マー（株）の協力によって栽培システムとしての確立が進められている。 

 

5．果実と野菜の収穫後の品質保持技術の確立〔Dr. Owino（JKUAT食品学科）、久保〕 

アフリカ地域では、収穫後の取り扱い技術が十分に確立されておらず、廃棄処分となる割

合も高い。最近、エチレンの作用阻害剤1-MCPが一部果実の品質保持技術として実用利用段

階に入っており、アフリカ地域の果実、野菜への応用も期待できる。 

 

以上は、筆者の得た限られた情報に基づいたアフリカ型イノベーション「シーズ」の候補

事例であり、より広範に募集することによって多くの「シーズ」が得られることが期待でき

る。 

このように、JKUAT/PAUISTIにはアフリカ型イノベーションを推進できる基盤はあるが、

実際の研究を推進するには、最低限の研究費に加えて研究施設、設備の充実が欠かせない。

前述のようにJKUAT農学部園芸・食品学科及びRPEは一定の「生化学」研究に関する施設を維

持しているが、老朽化が進んでいる。また、分析機器は過去10年間に大きく進化し、より少

量のサンプルで鋭敏かつ効率的に分析できる装置への改良が進んでいる。今度の研究推進に

は既存基礎装置の更新に加えて新型機器の導入が不可欠である。特に、今回のJKUAT/PAUISTI

の生物部門はバイオテクノロジー/分子生物学を標榜し、他の大学や研究機関とは一線を画し

たCenter of Excellenceをめざしている。したがって、DNAレベルでの遺伝子解析が可能となる

施設・設備を導入することが不可欠である。これらの研究施設はイノベーション研究の基礎

と重要であるとともに、JKUAT/PAUISTIの研究・教育能力向上の基礎である。新プロジェク

トでは建物施設の建設を予定していないことを考えると、施設の面での援助充実は全体のバ

ランスのうえでも重要と考えられる。最低限の実験機器の整備・充実はプロジェクト5年後の

成果を達成するうえでも極めて重要であり、多くのアフリカ型イノベーション発信が期待さ

れるとともに、質のある教育・研究活動の礎となるものである。これが実現すると日本のプ

レゼンスが5年後の“TICAD VI”おいて高くなることが期待される。今回の実験室の現状視察

によると、最低限の工学系・農学系の機材支援としてある程度の経費の確保（少なくとも3～

5億円）は必要不可欠である。農学系必要機器の詳細については、谷先生と更に協議のうえ、

提案したいと考えている。 

なお、今回の調査のなかで、日本のイノベーション紹介に関する特別セミナーを行った。

参加者は農学系・工学系・理学系・PAUISTIの学生（主に院生）及び教員であり、多くの聴講

者が集まった。その後の質疑応答を含め大変効果的であったと判断する。今後も機会あるご

とに同種のセミナーが企画・実施されることを期待する。 
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５－５ 農学系教育/機材計画（農学系）団員調査結果・所感（機材チェック報告書） 

岡山大学資源植物科学研究所 

谷 明生 助教 

概要 

Faculty of Agriculture及びScienceのバイオ関連の研究室並びにInstitute of Biotechnology Research 

（IBR）を視察し、機材のリストと現品をつきあわせ、機器のコンディションを確認した。故障し

て修理不能な、研究に必須な機器が多くあり、入れ替えの必要がある。またイノベーションを支

える先端機器の導入も必要であり、これら機器について提案する。現有機器でできることを実直

にやっている印象があるが、機器レベルによって制約を受けていると思われた。 

 

1．現有機材リストのアイテムの把握 

機材チェックした部署 

・ Faculty of Agriculture （Horticulture, Food Science） 

・ Institute of Biotechnology Research 

・ Faculty of Science （Chemistry, Physics） 

・未調査：Faculty of Science （Zoology：リストは入手した） 

 

アイテム把握結果は、別紙のExcel fileのとおり。把握にあたっての問題点として、 

・ 数が多すぎて1つずつは見られなかった（Horticulture）。 

・ すべて見たが一部、何に使うか分からない（Food Science）。 

・ リストが間に合わなかったので紙ベースで始めてしまい、後で提出されたリストとの整合

性が一部一致しない（Chemistry）。 

・ 何に使うか全くわからない（Physics）。 

・リストにあるが別の場所に移動している、最近新しく導入されてリストにない。 

 

などがあったため、完全なものではない。なお大学内の人たちもどこに何があり、どのような状

況かを示す情報は共有されていないため本情報は大学内の人たちにも有用である。 

 

2．ケニア側の診断結果の確認及び診断結果の再チェック 

アイテムの状況についてはほぼ用意されたリストとおりであり、修理可能なもの、修理不可

能なもので廃棄すべきもの、修理不可能だが必要なので新規導入するべきものという判断は、

まずまず妥当なものであると思われる。おそらく当事者の方がよく把握していると思われるた

め、ほぼケニア側の状況報告は妥当である。 

 

3．修理機材の状態再チェック 

修理すべきものに関してどの部品が壊れているのか、また部品が手に入るのかについては今

回の調査で完全には把握されていない。旧式の機械の場合は部品が手に入らないものも多いと

思われ（手に入るのであれば修理されていると思われる）、結局、廃棄と新規導入が必要なもの

が多いと思われる。日本でも10年経つとなかなか部品が手に入らないが、JKUATで使われてい

る機器はほとんどが10年以上経っているものであり、故障して放置されているものは部品がな
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い（あるいは高価である）のが原因である。 

 

4．新たな要望機材リストへのコメント 

ケニア側から提出されてきた要望機材のリストは別のとおりである。現有故障機器の交換と、

新規導入、という2種類に分かれる。この要望にどのレベルで応えていくか、かつどの程度の予

算で、というところが不明なので、二通りの案を示す。 

 

 （1）最先端の機器を入れてできることの幅をもたせ、かつ研究の先端性をもたせる案（優先順

位順）。 

a. Microplate reader 

液体サンプルの吸光・蛍光・発光を測定する機器であり、一度に大量に処理できるため、

非常に便利である。微生物の培養における生育度、タンパク質・DNA、その他多くの物質

の定量に利用でき、かつハイスループットなので、利用者は多い。Spectrophotometerは基

本的機器で各研究室に1台は不可欠であるが、その代わりになるため有用である。比較的

堅牢。ランクによって蛍光・発光測定ができない、吸光だけのものもあるが、それでも利

用価値は高い。すべてできるタイプで350万円程度から。 

 

b. Atomic absorption spectrometer 

原子吸光光度計は幅広い陽イオンの定量に必須であり、学部にまたがって存在している。

部品取りのための機械が大切に保管されているところなどを見ると各所で必要とされて

いることが分かる。いくつかの機器が現役で動いているが、いずれも老朽化しており、最

新の機器を入れるのは有効と思われる。 

 

c. Fluorescent microscopy 

蛍光を観察できる顕微鏡であり、細胞レベルでの分子の局在観察や、細胞を各種の蛍光

色素で染色（あるいは蛍光タンパク質でラベル）した後に、数えるなどができる機器であ

る。比較的汎用性が高く、JKUATには存在せず、かつ研究の先端性をもたせるのには必要

であり、また多くの利用者が見込まれる。構造が単純で簡単には故障しない。研究が細胞、

分子レベルと細かくなるなかで、研究志向の教員・学生には有用である。価格は300万円

程度から（画像取り込みのためのカメラ、顕微鏡本体、蛍光励起装置、レンズ等）。IBRか

らさらに高価で高性能なConfocal laser scanning microscopyの要望がある。1,000万円程度か

ら。これはスペックが高すぎて利用者を選んでしまう面がある。汎用性は低くなる。 

 

d. Realtime PCR 

遺伝子の発現量を測定する機器である。従来の方法（Northern 法）では放射性同位元素

を使うなど、煩雑で定量性に乏しいが、本機器により、より簡便かつ正確に遺伝子発現の

解析ができる。試薬が少々高価であり、またRNAを精製するのにキット類などが必要と思

われる。分子生物学実験には現在では不可欠と言って良いと思われる。 
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e. Gas chromatography / mass spectrometry 

Food science、Chemistryからの要望がある。低分子から脂質等の高分子まで幅広い化合

物の構造決定と定量に有用・応用可能である。しかしガスを流しっぱなしにするなどによ

りランニングコストが比較的かかり、メンテナンスと使いこなしに熟練が必要かもしれな

い。また一般的にMass spectrometry（質量分析機）は使っていないときでも真空に保つな

ど電力が常時必要で、停電の多いケニアでは故障の原因になるかもしれない。使いこなせ

れば堅実な研究成果が見込まれる。 

 

f. DNA sequencer 

分子生物学実験には必須の、DNAの配列を決定する機器である。現在、JKUATには存在

せず、ナイロビにあるBECA（Biosciences Eastern and Central Africa）まで外注しているよう

である。ないのが不思議なぐらい必須な機器であるが、故障（レーザーの交換などが3～5

年程度で起きる可能性があり、100万円ほど）の際は相当のメンテナンス費がかかること

と、試薬代もかかるため（1サンプル250～500円ほど）、もし国外・国内の外注で済ませる

ことができれば、機器を持たずに外注する方が得策かもしれない。逆に解析費用を徴収す

ることで維持することは可能であって、ケニア以外からのサンプル受託解析も可能かもし

れない。 

 

g. 超遠心機 

これも基本的な機器であって、これがないことによりできていない研究も多くあるはず

である。どこにも存在しなかったため、1台必要である。しかし停電時に永遠に回り続け

るといった事故が発生するかもしれない。 

 

なお、b, e, fについては使用法をマスターした技術者が専任でメンテナンスと分析を担当す

べきであると思われる。汎用性、電力事情、メンテナンス、費用対効果、研究の先端性、必

須性を考えて、推薦順位はこのようにしている。 

 

 （2）基礎的な機器を充実させ、ボトムアップを図る案 

・ タンパク質電気泳動装置×2 

・ Distiller：蒸留水を作る。脱イオン水、超純水を作るものもあると良い 

・ 振とう培養機 

・ オートクレーブ 

・ Thermal cycler：PCR（DNAの増幅）を行う装置 

・ Deep freezer：超低温冷凍庫、停電時の冷却機能付き 

・ Freeze Drier：凍結乾燥機 

・ Rotary evaporator：溶媒を減圧下かつ高温で蒸発させる機器で物質精製には必須 

・ Kjeldahl装置：ケルダール分解（窒素の測定） 

・ pH meter：pHを測定する 

・ Plant incubator：温度と光がコントロールできる植物栽培用インキュベータ 

・ Centrifuge：遠心機、大小のスケール有り 
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他にもIncubator（保温庫）、water bath等がある。これらはどこを見てもすべて壊れているな

ど状況がひどく、JKUAT全体でもかなりの数が必要とされていると思われる。原因は電力の

不安定さによりコンプレッサーが壊れる（冷蔵庫等：それでも10年程度しかもたないと思わ

れる）、修理のための部品が手に入らないことである。あまりにも基本的な機器のため、支援

する醍醐味は薄れるが、実際に困っているのはこのような機器かもしれない。価格はそれぞ

れ20～100万円程度。ただし数と設置場所までは検討し切れていない。価格はそう高くないの

で必要に応じて必要な人が自分の研究費で揃えるのが筋かもしれない。また技術習熟の必要

もないので貸し借りがしやすい。 IBRの基礎的機器充実には上の4つであり、その下は

Horticulture、Food、Chemistry、Botanyで有用。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なおChemistryではFume Hoodsがかなり老朽化して動かなくなっており、入れ替えの必要が

ある。その他の機器も骨董品レベルとなっている。化学研究科としての基本的設備がかなり

傷んでいると思われるが、更新には相当の予算が必要であろう。 

 

5及び6．現有機材で実施可能な試験項目と研究テーマ 

バイオ関連のみに限っていうと、物質の分離分析・定量、微生物や植物の培養・栽培、分

子生物学実験の基本的な実験はできると思われるが、上記（2）の基礎的な機器が足りていな

い面がある。タンパク質の分離分析を行っている様子はなく、またその装置もない。遺伝子

組み換え実験はできそうである（が日本にあるような遺伝子組み換え実験にかかるガイドラ

インなどが制定されているかどうかはわからない）。 

研究テーマに関しては人の興味に依存するところが大きく、必ずしも設備に依存しないた

め、教員・研究者の研究テーマを聞き出すことの方が重要である。今回IBRに所属する3名の

スタッフと研究について話せたが（詳しくはIBR request listを参照）、ケニアの実際の農業現場

で起こっている重要な問題から派生した最先端の研究をやりたいという意欲があり、また海
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外での経験を通じた技術・知識をもつ人たちはいるので、研究の促進をねらうのであればIBR

を中心に、最先端機器を導入するのがよいと思われる。またIBRの機器は学部の人たちでも利

用可能である（Bench feeを支払うが、これは機器メンテナンスに用いられる）。 

 

7．既存機器の維持管理システムの概要と望ましいシステムの提案 

学部もIBRもTechnicianが機器の維持管理を行っている。実際上そのような管理の方法しか

ないと思われる。これまで日本から導入されている機器は日本語のマニュアルやカタログし

かないものがあり、言語の問題もあったようである。しかし、一方でそのマニュアルも読め

るほど日本語に堪能なTechnicianもいるようである。また部品が現地でなかなか手に入らない

ため、サプライヤが入っている会社の製品を揃えるのがよいと思われるが、その情報は今回

得られていない。また不安定な電力供給で高価な機器が故障しては元も子もないので、発電

機の導入も考慮に入れるべきかもしれない。またDeep Freezerについては貴重な生物試料を保

存するものである。停電が最も怖いが、停電時に二酸化炭素ボンベで冷やし続けることがで

きるシステムがあるので、導入すべきであると思われる。 

 

8．調査所感 

上記のとおり一通りのことはできる設備はあると考えられたため、どのような研究をする

のかというアイデアの方が実は重要である。アイデアを得るには知識が必要なので、折に触

れて先端研究論文を読む、人材交流で視野を広げるなどの教育面も重要であろうと思われた。

しかしながら現場レベルでの問題解決型研究が重要であると考

えている人も多く、旧態依然としたPrimitiveな研究から脱却で

きない部分もあるかもしれない（もちろんそれも重要であるが）。

このPrimitiveさは機器レベルによって一部制約されている部分

もあると思われる。上記（1）に記述した機器は1ステップ上の

研究に必要である。 

なかには自分で得た研究費で十分新しい機器を揃えているス

タッフもおり、頼もしいと思われた（上記写真のHPLC等）。 

 

旧式の機器が現役でまだ動いているのは喜ばしく、またその維持管理にかける努力には涙

ぐましいものがある。比較的堅牢な機器（HPLC、GCなど）はよく手入れされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

壊れやすい機器（冷却するためにコンプレッサーをもつ冷凍冷蔵庫、インキュベーターな

ど）はことごとく修理できずに放置されている。しかし一生懸命修理しようとした痕跡を見
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てとることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

pHメーターの要望が高い。電極が入手できないのが問題となっている。不慣れな学生など

が簡単に割ってしまうのであろうと思われる。またケルダール分解（熱濃硫酸を用いるかな

り危険な実験）でフラスコを固定せずに行っているのも見かけた。危険であるばかりでなく、

実験を行うFume Hood（ドラフト）内を腐食するため、ドラフトがことごとく壊れていてぼろ

くなっているのはこのせいかと思われた。ソフト面での支援も必要である。 

地震はないのかもしれないが、倒れやすいフラスコなどが多くあり、実験台にも割れたガ

ラスの破片の放置が見られ、また故障した機器が乱雑に置かれたままになっているなど、整

理整頓と清掃が徹底していない印象を受けた。日ごろ使っている機器でも清掃という面では

あまり気配りされていない。実験台、壁、床、ロッカーなどは年季が入ってかなり傷んでい

る。IBRでもタイル張り実験台のタイルが剥がれている。 
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